




は じ め に 

 

（社）日本舶用工業会では、我が国造船業・舶用工業の振興に資するために、

ボートレースの交付金による日本財団の助成金を受けて「造船関連海外情報収集

及び海外業務協力」事業を実施しております。その一環としてジェトロ関係海外

事務所を拠点として海外の海事関係の情報収集を実施し、収集した情報の有効活

用を図るため各種報告書を作成しています。  

 

本書は、（社）日本舶用工業会と日本貿易振興機構（ジェトロ）が共同で運営

しているジェトロ･シンガポール･センター舶用機械部（村岡英一所員）が、イン

ドネシアにおける内航事業者の現状及びそれを踏まえた新造船需要及び舶用製品

の潜在需要について調査し、取り纏めたものです。  

本報告書が関係各位のお役に立てば幸いです。  

 

ジェトロ・シンガポール･センター舶用機械部  

ディレクター 村岡  英一  
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第 1 章 インドネシア内航海運事業の現状  

 

1 . 1  インドネシアの地形及び海事産業の特徴  

インドネシア国は 1 万 7 千を超える島々から成る世界最大の島嶼国である。

二つの大陸、アジア大陸とオーストラリア大陸や二つの大洋、南側／西側はイ

ンド洋、東側は太平洋、北側は南シナ海に位置しており、位置的に大変便利な

島嶼国である。  

地形的な特徴は、  

○東西方向では赤道に沿い 5 , 1 2 5 k m、南北方面では 1 , 8 7 5 k m で、インドネ

シア諸島は南北には北緯 6 度から南緯 1 1 度と東経 9 5 度から 1 4 1 度までに

位置している。  

 

○インドネシア国面積は 6 , 7 2 6 , 6 0 0 平方 k m 2 で全陸域面積が 2 , 2 4 2 , 0 0 0  

k m 2 全水域面積が 4 , 4 8 4 , 5 0 0  k m 2 からなり、水域の割合が極めて大きい。  

 

海事分野の特徴は：   

○海上運輸、造船産業、漁業、海洋旅行、エネルギーや鉱物資源、海事建設、

海事サービス、全セクターで 2 0 0 5 年度では国の全生産の 2 3 . 4 2％を占め

ている。   

この数字は、インドネシア経済にとって、海事分野の産業が経済上大きな割

合を占めていることを意味している。  

 

○海事分野は人材需要が高く、中レベルの技術という特性を持っており、経済

発展中のインドネシアにとっては適しているものと考えられている。  

 

○一方、海事分野での経済開発がインドネシア開発枠組みの中でまだ主流とな

っていないと言われている。  
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また、交通分野に対するインドネシア共和国運輸省の運営理念や運営方針は

次のようになっている。  

•  理念：信頼性のある競争力を持つ付加価値をもたらす交通サービスの

実現  

•  方針：  

o  交通サービス業績の回復  

o  構造改革や改善によって法規、組織や人材整備の強化  

o  国民の交通サービスへの利用改善  

o  十分な量や質で継続的な交通サービスの実現に向けて、交通技術

能力向上や開発の支援     

 

I . 2  調査目的及び調査方法  

本調査の目的は、インドネシア内航海運事業に必要になる新造船の需要予

測及び舶用製品の潜在需要を調査することにある。次により調査を行った。  

a .  インドネシア内航海運事業の現状  

b .  インドネシアの内航船の現状、カボタージュ規制、今後の経済発展予測

を踏まえて考えられる潜在的なインドネシア内航海運事業者の船舶の

需要を推測した。  

c .  インドネシアの造船所の建造能力や関連業界の能力に関する調査。  

実際には輸入される船舶も多いが、調査ではインドネシア国内の造船

所において、インドネシア内航船の需要を賄うことを前提として調査

を行った。  

d .  a）、 b）、 c）を踏まえた、インドネシア内航海運が必要とする新造船

の需要予測及び舶用製品の潜在需要  

 

1 . 3  調査範囲及び調査の前提  

1 . 3 . 1  一般  

本調査はインドネシア内海で運航されている船隊を対象としている。  
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1 . 3 . 2  状況の把握や分析のために現状の内航海運や船隊データの収集

方法  

調査は、次の船型に絞って実施した  

•  島間フェリー運航  ―  主な 6  航路を対象にした。  

  「 2 0 1 0 年河川湖島間交通概要」データ  

• 一般貨物船 ―  「Register Biro Klasifikasi Indonesia（BKI）2010」データ 

• コンテナ船 ―  「Register Biro Klasifikasi Indonesia（BKI）2010」データ 

• 旅  客  船 ―  「Register Biro Klasifikasi Indonesia（BKI）2010」データ 

• オイルタンカー船 ―  「Register Biro Klasifikasi Indonesia（BKI）2010」データ 

 

1 . 3 . 3  代替予測の前提  

船隊を船齢と次の船齢に応じて、代替予定として予測した。   

A  ≥    4 0  年  
スクラップ対象、かつ  

遅くとも  2 年後（ 2 0 1 3）までに代替  

B  3 0  –  3 9  年  遅くとも  5 年後（ 2 0 1 6）までに代替  

C  2 0  –  2 9  年  遅くとも 1 0 年後（ 2 0 2 1）までに代替  

D  1 0  –  1 9  年  遅くとも 1 5 年後（ 2 0 2 6）までに代替  

 

1 . 3 . 4  船数 /船規模の増加予測の前提  

次の仮定をおいて、予測した。  

•  船舶貨物量の増加傾向に比例して船数が増加  

•  カボタージュ 1 0 0％が実施される。  

•  政府が設定した 2 0 1 1 年－ 2 0 1 2 年のインドネシアの経済発展率を 6－

7％を持続する。  
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1 . 4  データの収集及びデータの整理方法  

a .  全インドネシア海運事業者の現状、運営業績、船数、船型、船規模を

知るために、代表としたインドネシアの大手海運事業者からデータの収

集。  

b .  各海運事業者をより詳細に調査し、所有船の船型、船齢、船数、など

のデータ：例  主エンジン（ＨＰ）、発電装置（ディーゼルエンジンや

アルトネータ、ＫＷ /ＨＰ）、など詳細データの収集。  

c .  船の建造需要の予測。  

 

次の仮定に従って、船種、船齢に応じて、船の代替建造隻数を予測した。  

①船齢が 4 0 年以上の船は 2 年以内、 2 0 1 3 年までに直ぐにスクラップし、

同型や同規模のものに代替しなければならない。このような船舶をそのま

ま運航させると、船員、旅客、貨物やその船体自体の安全を危険にさせ、

事故の原因となりうる。  

②船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船はなるべく 5 年以内、 2 0 1 6 年までに直

ぐにスクラップし、同型や同規模のものに代替しなければならない。  

③船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船はなるべく 1 0 年以内、 2 0 2 1 年までにス

クラップし、同型や同規模のものに代替しなければならない。  

④船齢が 1 0 年から 1 9 年までの船はなるべく 1 5 年以内、 2 0 2 6 年までにス

クラップし、同型や同規模のものに代替しなければならない。  

 

d .  経済成長率による建造需要増加予測  

ポイント c）では、上述のような船舶代替計画は現状の海運事業の能力を

維持するためだけで（現状能力の維持）、経済発展やカボタージュ実施に伴

う市場需要の拡大を考慮していない。 2 0 1 1 年にインドネシア政府が 1 0 0％

カボタージュを実施し、年間の経済発展率を 6％から 7％までに目指してい

ることを考慮した。  

ポイント d）を算出し、ポイント c）と合計すれば、年々必要とする船舶

の需要を知ることが出来る。  
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1 . 5  河川、湖、島間フェリー交通  

1 . 5 . 1  概要  

多くの島からなるインドネシアでは、島間交通があるほか、河川や湖の交通

にも船舶が使用されている。調査は、主として島間交通を対象とするが、他の

交通についてもその概要を述べる。  

 

a .  河川や湖における航路の概要  

インドネシアの全合計 2 1 4 の航路のうち、主な河川航路は 2 0 州域（河

川面積は、 3 4 , 3 4 2 k m 2）である。  

また、インドネシアの主な湖 2 7（湖の総面積は 3 , 7 3 7  k m 2）のうち、

主な航路は 1 3 州域ある。  

 

b .  島間航路の全体概要  

b - 1 .  運輸大臣決定書を基にした島間航路について  

インドネシアにおいて運輸大臣が決定した島間航路は、合計 1 8 7 航

路あるが、そのうち、大きい航路は次の 5 航路で合計 1 3 2 航路とされ

る。  

1 .  K M  N o  6 4  －  1 9 8 9 年－  4 4 航路。  

2 .  K M  N o  1 3  －  1 9 9 7 年－  2 6 航路。  

3 .  K M  N o  4 9  －  1 9 9 4 年－  2 3 航路。  

4 .  K M  N o  2 5  －  1 9 9 1 年－  2 1 航路。  

5 .  K M  N o  1 8  －  1 9 9 8 年－  1 8 航路。  

（備考：K M とは大臣決定書である）  

 

b - 2  2 0 0 7 年― 2 0 0 9 年島間交通運営形態について  

島間航路の運営形態については、次のとおりである（運営形態に情

報のないものもあるため、前述の航路数とは一致しない。）  
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 2 0 0 7  2 0 0 8  2 0 0 9  

a ） .  営利航路  4 1  3 4  4 2  

b ） .  政府補助有り開拓航路  7 2  7 0  8 6  

c ） .  政府補助なし開拓航路  0  0  0  

運航合計数  1 1 3  1 0 4  1 2 8  

 

特徴として次のことがいえる。  

○営利航路の増加はあるものの、あまり大きくない。  

 

○政府補助有り開拓航路は 2 0 0 9 年に 2 3％増加。  

 

○政府補助のない開拓航路はない。すなわち、非政府関係者は開拓航路に

投資をする意欲は高くなく、「政府補助有り開拓航路」を通した政府か

らの支援が必要とされていると考えられる。  

 

○営利航路は 4 2 つあり、最短は 0 . 5 マイルで最長はカリアガウ（東カリ

マンタン州・バリクパパン）―マムジュ（西スラウェシ州）航路 1 8 4

マイルである。  

 

○航路の平均の長さ 5 1 . 4 マイル、航路全長が 1 , 9 5 0 . 8 マイルである。  

幾つかの航路の距離を次に示す。  

・メラック   ― バカフニ  =   1 5 マイル。  

・クタパン   ― ギリマヌック  =   6 マイル。  

・ウジュング  ― カマッル   =   2 . 5 マイル。  

 

○政府補助航路 8 6 航路中 8 5 航路は中央政府から補助をもらい、 1 航路

のみ地方政府の補助を受けている。すなわち地方政府の注目度や能力が

一般的小さい。  
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b - 3  2 0 0 7 年― 2 0 0 9 年間に運航された船の増減について  

○増加した船は、R O R O 船、L C T 船、高速旅客船、旅客船の 4 つの船種

に限られる。  

 

○最後の 2 年間（ 2 0 0 8 年～ 2 0 0 9 年）、R O R O 船が 4 隻減り、高速旅

客船が 5 隻減っているが減少した理由を本調査では調査することがで

きなかった。可能性としては、同一航路の他の船舶で輸送ができている、

船齢が古く運航不可能であること、あるいは貨物のロードファクターの

変化（旅客→自動車輸送への変化）等が考えられる。  

 

b - 4  2 0 0 7 年― 2 0 0 9 年間、船主別の島間航路船の特徴  

○全運航中の船数の約 4 0 %が A S D P 社のものである。  

 

○ A S D P 社は政府が運営する会社であり、開拓航路と同様の役割を持つ。

このような性格上民間会社あるいは地方政府が関係の海運分野に投資す

ることが出来るようになれば、A S D P 社がそこから撤退することが予

測される。  

 

○中間的なものとして共同運営も行われており、共同運営の狙いは、民間

企業あるいは地方政府の自立性が育つことである。  

 

○ 2 0 1 1 年に、A S D P 社が船体数を 2 0 0 7 年と 2 0 0 8 年の船体数 1 9 6 隻

と同等にするためには、 4 隻の船を導入しなければならない。（ロード

ファクターを考慮必要有り）。  
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b - 5 .  2 0 0 5 年～ 0 0 9 年間、島間交通業績  

N o  年  
旅客  

（人）  

車両 4 輪

（台）  

車両 2 輪

（台）  

貨物  

（トン）  
備考  

1 .  2 0 0 5  26,501,889 6,272,819 4,719,152 25,187,160  

2 .  2 0 0 6  27,829,666 5,944,320 5,944,735 25,422,005  

3 .  2 0 0 7  40,557,832 5,720,396 6,154,104 31,936,937  

4 .  2 0 0 8  46,926,166 6,850,114 7,374,333 41,079,174  

5 .  2 0 0 9  61,011,280 6,691,488 7,194,179 44,068,406  

6 .  2 0 1 0  74,738,000 7,227,000 7,769,000 47,065,000 旅客 2 2 . 4 %増加  

車両 4 輪 8 %増加

車両 2 輪 8 %増加

貨物 6 . 8 %増加  

7 .  2 0 1 1  89,685,600 7,805,200 8,390,500 50,265,400 旅客 2 0 %増加  

車両 4 輪 8 %増加

車両 2 輪 8 %増加

貨物 6 . 8 %増加  

運搬される乗客数、車両 4 輪や 2 輪、貨物の増加傾向は必要とする新たな

船数を決める基準となる。  

 

b - 6  2 0 0 9 年における全航路営利島間交通業績。  

現存の 3 3 航路の内、交通量が最も重い次の 6 航路を調査対象とした。  

①メラック（ジャワ島）  －  バカフニ（スマトラ島）航路  

②クタパン（ジャワ島）  －  ギリマヌック（バリ島）航路  

③ウジュング（ジャワ島）  －  カマッル（マドラ島）航路  

④パダングバイ（バリ島）  －  レンバル（ロンボック島）航路  

⑤カヤンガン（ロンボック島）  －  ポトタノ（スンバワ島）航路  

⑥パレンバング（スマトラ島）  －  ムントック（バンカ島）航路  
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その内でも交通量の大きい 3 つのデータを次の通り示す。  

 

N O .  航  路  運航数  
旅客  

（人）  

車両 4 輪

（台）  

車両 2 輪

（台）  

貨物  

（トン）  

全業績に

対する割

合率  

1 .  

メラック  

–  

バカフニ  

52,614 16,298,551 2,716,948 495,638 21,403,007 

旅客  

2 6 . 7 %  

車両 4 輪

4 0 . 6 %  

貨物  

4 8 . 0 %  

2 .  

クタパン  

–  

ギリマヌ

ック  

151,228 23,165,098 2,149,683 1,251,887 15,186,207 

旅客

3 8 . 0 %  

車両 4 輪

3 2 . 1 %  

貨物  

3 4 . 5 %  

3 .  

ウジュング 

–  

カマッル  

89,053 11,230,750 783,160 2,716,165 2,768,422 

旅客  

1 8 . 4 %  

車両 4 輪

1 1 . 7 %  

貨物  

6 . 3 %。  

 

上記表より次のようなことが考察できる  

○旅客分野ではクタパン  –  ギリマヌック航路が最高で 3 8 . 0 %、 2 番目は

メラック  –  バカフニ航路 2 6 . 7 %、 3 番目はウジュング  –  カマッル航

路 1 8 . 4 %である。   

 

○車両 4 輪分野では、メラック  –  バカフニ航路が最高で 4 0 . 6 %、 2 番目

はクタパン  –  ギリマヌック航路 3 2 . 1 %、 3 番目はウジュング  –  カマ

ッル航路 1 1 . 7 %である。   
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○貨物分野では、メラック  –  バカフニ航路が最高で 4 8 . 0 %、 2 番目はク

タパン  –  ギリマヌック航路 3 4 . 5 %、 3 番目はウジュング  –  カマッル

航路 6 . 3 %である。   

 

1 . 5 . 2  主な島間フェリー航路の現状及び代替建造需要  

a .  メラック（ジャワ島）  －  バカフニ（スマトラ島）航路。  

2 0 0 9 年にメラク  –  バカフニ航路で運航された船数は 3 3 隻であり、

1 4 のフェリー会社により運航された。  

 

全キャパシティ：  

・  旅客：  2 2 , 7 9 4  人。  

・  車両 4 輪：    3 , 1 7 4  台  。   

 

船当たりの平均キャパシティ：     

・  旅客：  6 9 1   人。  

・  車両 4 輪：    9 6  台  。   

 

船齢：   4 0  年以上  :   1     隻。  

   3 0  –  3 9 年  :  1 2    隻。  

   2 0  –  2 9 年  :  1 9    隻。  

   1 0  –  1 9 年  :    1    隻。  

   9  年以内  :    －  

考察：  

本航路で運航されている船隊の運搬能力を保つために船齢が古くな

った船を 1 . 4 C の仮定に基づいて代替しなければならないとの考えで建

造需要の予測を行った。  

 

1 . 4 C の仮定  

①船齢が 4 0 年以上の船は 2 年以内、 2 0 1 3 年までにスクラップし、

同型や同規模のものに代替しなければならない。このような船舶
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をそのまま運航させると、船員、旅客、貨物やその船体自体を危

険にさせ、事故の原因となりうる。  

②船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船はなるべく 5 年以内、 2 0 1 6 年ま

でに直ちにスクラップし、同型や同規模のものに代替しなければ

ならない。  

③船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船はなるべく 1 0 年以内、 2 0 2 1 年ま

でにスクラップし、同型や同規模のものに代替しなければならない。  

④船齢が 1 0 年から 1 9 年までの船はなるべく 1 5 年以内、 2 0 2 6 年ま

でにスクラップし、同型や同規模のものに代替しなければならない。  

 

上述の仮定に基づくメラック－バカフニ航路において、船齢とその船の代

替計画。  

N o .  船  齢  数  

（隻）  

次回代替計画

（年）  

2 0 1 3 年

（隻）  

2 0 1 6 年

（隻）  

2 0 2 1 年  

（隻）  

2 0 2 6 年

（隻）  

1  2  3  4  5  6  7  8  

1 .  4 0  年以上  1  2 年  1     

2 .  3 0  –  3 9  年  1 2  5 年   1 2    

3 .  2 0  –  2 9  年  1 9  1 0 年    1 9   

4 .  1 0  –  1 9  年  1  1 5 年     1  

5 .  9  年以内  -  2 0 年      
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代替船の仕様：  

旅  客  車両 4 輪  G T  
M E  

（E H P）  

A E  

（E H P）  

9  1 0  1 1  1 2  1 3  

7 0 0  1 0 0  5 5 0  2 , 2 0 0  2  ×  7 5 0  

7 0 0  1 0 0  5 5 0  2 , 2 0 0  2  ×  7 5 0  

7 0 0  1 0 0  5 5 0  2 , 2 0 0  2  ×  7 5 0  

7 0 0  1 0 0  5 5 0  2 , 2 0 0  2  ×  7 5 0  

-  -  -  -  -  

 

b .  クタパング（ジャワ島）  －  ギリマヌック（バリ島）航路。  

2 0 0 9 年にクタパング－ギリマヌック航路で運航された船数は 1 6 隻で

あり、 1 0 のフェリー会社で運航されていた。  

クタパング（ジャワ島）  －  ギリマヌック（バリ島）航路の長さは：

6 マイル。  

全キャパシティ：  

・  旅客  ：  4 , 2 6 8 人。  

・  車両 4 輪  ：  4 0 3 台  。   

・  ＧＴ  ：  7 , 6 7 5。  

船当たりの平均キャパシティ：     

・  旅客  ：  2 7 6   人。  

・  車両 4 輪  ：  2 5  台  。   

・  ＧＴ  ：  5 9 0。  

船齢：    4 0  年以上  :   5  隻。  

   3 0  –  3 9 年  :    -  隻。  

   2 0  –  2 9 年  :   3  隻。  

   1 0  –  1 9 年  :   5  隻。  

   9  年以内  :    -  隻。  
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考察：  

本航路で運航されている船隊の運搬能力を保つために船齢が古くな

った船体を代替しなければならない。  

1 . 4 C の仮定に基づき船舶需要を考察する。  

1 . 4 C の仮定①を適用すると、船齢が 4 0 年以上の船は、 2 0 1 3 年ま

でには旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる 6 0 0ＧＲＴの船を

5 隻新造する必要がある。  

船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船 1 2 隻はなるべく 5 年以内、 2 0 1 6

年までに直ぐにスクラップし、同型や同規模のものに代替しなければ

ならない。（ 1 . 4 C の仮定②により）  

船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船は 3 隻あり、この船隊は 6 年― 1 0

年間に代替しなければならない。従って、 2 0 1 7 年― 2 0 2 1 年の間に旅

客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる 6 0 0ＧＴの新造船を 3 隻造

らなければならない（ 1 . 4 C の仮定③により）。  

船齢が 1 0 年から 1 9 年までの船は 5 隻あり、それらを 1 1 年― 1 5 年

間の間に新造船と代替する必要がある、よって、 2 0 2 2 年と 2 0 2 6 年と

の間に旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる 6 0 0ＧＴの新造船

を 5 隻造らなければならないこととなる（ 1 . 4 C の仮定④により）。  

 

c .  ウジュング（スラバヤ、ジャワ島）  －  カマッル（マドラ島）航路。  

2 0 0 9 年にクタパング－ギリマヌック航路で運航された船数は 9 隻であ

り、 5 つのフェリー会社で運航された。  

ウジュング（スラバヤ、ジャワ島）  －  カマッル（マドラ島）航路の

長さは： 2 . 5 マイル  

 

全キャパシティ：  

・  旅客  ：  2 , 9 3 6 人。  

・  車両 4 輪  ：  2 0 2 台  。   
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船当たりの平均キャパシティ：     

・  旅客  ：  3 6 7   人。  

・  車両 4 輪  ：  2 5  台  。   

 

船齢：   4 0  年以上  :   2     隻。  

   3 0  –  3 9 年  :   3    隻。  

   2 0  –  2 9 年  :   4    隻。  

   1 0  –  1 9 年  :   -    隻。  

   9  年以内  :    -    隻。  

考察：  

本航路で運航されている船隊の運搬能力を保つために船齢が古くな

った船体を代替しなければならない。  

ウジュング－カマッル航路には船齢が 4 0 年以上の船舶が 2 隻あり、

2 0 1 3 年までに、その船体の代替船として、旅客（ 4 0 0 人）、車両 4 輪

（ 2 5 台）を運べる ± 7 0 0ＧＴ新造の船を 2 隻造らなければならないこ

ととなる（ 1 . 4 C の仮定①により）。  

船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船は 3 隻あり、 5 年以内、 2 0 1 6 年ま

でに旅客（ 4 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる ± 7 0 0ＧＴの新造船

と代替しなければならないこととなる（ 1 . 4 C の仮定②により）。  

ウジュング－カマッル航路には船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船は 4

隻あり、この船隊を遅くても今後 1 0 年以内 2 0 2 1 年までに旅客（ 4 0 0

人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる大体 ± 7 0 0ＲＴ新造の船と代替しな

ければならないこととなる（ 1 . 4 C の仮定③により）。  
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d .  パダングバイ（バリ島）  －  レンバル（ロンボック島）航路。  

2 0 0 9 年にパダングバイ  －  レンバル航路で運航された船数は 1 7 隻

であり、 7 つのフェリー会社に運航された。  

パダングバイ（バリ島）  －  レンバル（ロンボック島）航路の長さ

は： 3 8 マイル。  

 

全キャパシティ：  

・  旅客  ：  4 , 3 1 4 人。  

・  車両 4 輪  ：    3 8 9 台  。   

 

船当たりの平均キャパシティ：     

・  旅客  ：  2 5 4    人。  

・  車両 4 輪  ：    2 3  台  。   

 

船齢：   4 0  年以上  :   1     隻。  

   3 0  –  3 9 年  :   2    隻。  

   2 0  –  2 9 年  :   9    隻。  

   1 0  –  1 9 年  :   5    隻。  

   9  年以内  :    -    隻。  

考察：  

本航路で運航されている船隊の運搬能力を保つために船齢が古くな

った船体を代替しなければならない。  

1 . 4 C の仮定に基づき船舶需要を考察する。  

パダングバイ（バリ島）  －  レンバル（ロンボック島）航路には

船齢が 4 0 年以上の船舶が 1 隻あり、 2 0 1 3 年までに、その船体の代替

船として、旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる ± 7 0 0ＧＴ新

造の船を 2 隻造らなければならないこととなる。  

本航路に船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船は 2 隻あり、 2 0 1 6 年まで

に旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる ± 7 0 0ＧＴの新造船と

代替しなければならないこととなる。  
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本航路に船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船は 9 隻あり、この船隊を

2 0 2 1 年に旅客（ 4 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる ± 7 0 0ＧＴ新造

の船 9 隻と代替しなければならないこととなる。  

本航路に船齢が 1 0 年から 1 9 年までの船は 5 隻あり、それらを遅く

ても 1 5 年間に新造船と代替する必要がある、よって、 2 0 2 6 年までに

旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を運べる大体 7 0 0ＧＴ新造船を 5

隻造らなければならないこととなる。  

 

e .  カヤンガン（ロンボック島、西ヌサテンガラ）  ― ポトタノ（スンバ

ワ島、西ヌサテンガラ）航路。  

2 0 0 9 年にカヤンガン  ― ポトタノ航路で運航された船数は 1 3 隻で

あり、 8 つのフェリー会社に運航された。  

カヤンガン  ― ポトタノ航路の長さは： 1 2 マイル。  

 

全キャパシティ：  

・  旅客  ：  3 , 3 6 2 人。  

・  車両 4 輪  ：    2 0 8 台  。   

 

 

船当たりの平均キャパシティ：     

・  旅客  ：  2 8 0   人。  

・  車両 4 輪  ：    1 7  台  。   

 

船齢：   4 0  年以上  :   2     隻。  

   3 0  –  3 9 年  :   1    隻。  

   2 0  –  2 9 年  :   7    隻。  

   1 0  –  1 9 年  :   2    隻。  

   9  年以内  :    -    隻。  

－ 16 －



 

 

 

考察：  

本航路で運航されている船隊の運搬能力を保つために船齢が古くな

った船体を代替しなければならない。  

1 . 4 C の仮定に基づき船舶需要を考察する。  

船齢が 4 0 年以上の船は、新造船との代替を、 2 0 1 3 年までに実現す

る必要がある。新造船は各、旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 0 台）、を

運べる 7 0 0ＧＴの船を 2 隻造らなければならないこととなる。  

本航路に船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船は 1 隻あり、遅くても 5 年

以内、すなわち 2 0 1 6 年までに旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 5 台）を

運べる 7 0 0ＧＲＴの新造船と代替しなければならないこととなる。  

船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船はカヤンガン  ― ポトタノ航路に

7 隻あり、この 7 隻の船を今後 1 0 年以内 2 0 2 1 年までに旅客（ 3 0 0

人）、車両 4 輪（ 2 0 台）を運べる 7 0 0ＧＲＴ新造船と代替しなければ

ならないこととなる。  

船齢が 1 0 年から 1 9 年までの船はカヤンガン  ― ポトタノ航路に

2 隻あり、この 2 隻の船を今後 1 5 年間に新造船と代替する必要がある。

よって、 2 0 2 6 年までに旅客（ 3 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 0 台）を運べる

7 0 0ＧＴ新造船を 2 隻造らなければならないこととなる。  

 

f .  パレンバング（スマトラ島）   ― ムントック（バンカ島）  航路。  

2 0 0 9 年にパレンバング  ― ムントック航路で運航された船数は 6 隻

であり、それをフェリー会社に運航された。  

パレンバング  ― ムントック航路の長さは： 9 0 マイル。  

 

全キャパシティ：  

・  旅客  ：  3 8 0 人。  

・  車両 4 輪  ：  8 7 台  。   
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船当たりの平均キャパシティ：     

・  旅客  ：  7 6 人。  

・  車両 4 輪  ：  1 7  台  。   

 

船齢：   4 0  年以上  :   1     隻。  

   3 0  –  3 9 年  :   1    隻。  

   2 0  –  2 9 年  :   2    隻。  

   1 0  –  1 9 年  :   1    隻。  

   9  年以内  :    -    隻。  

考察：  

本航路で運航されている船隊の運搬能力を保つために船齢が古くな

った船体を代替しなければならない。  

1 . 4 C の仮定に基づき船舶需要を考察する。  

船齢が 4 0 年以上の船は 1 隻あり、これを 2 年以内、すなわち新造船

との代替を 2 0 1 3 年までに実現する必要がある。新造船は各、旅客

（ 1 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 0 台）を運べる 5 0 0ＧＴの船を 1 隻造らなけ

ればならないこととなる。  

本航路に船齢が 3 0 年から 3 9 年までの船は 1 隻あり、遅くても 5 年

以内、すなわち 2 0 1 6 年までに旅客（ 1 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 0 台）を

運べる 5 0 0ＧＴの新造船 1 隻と代替しなければならないこととなる。  

船齢が 2 0 年から 2 9 年までの船は本航路に 2 隻あり、この 2 隻の船

を今後 1 0 年以内、すなわち 2 0 2 1 年までに旅客（ 1 0 0 人）、車両 4 輪

（ 2 0 台）を運べる 5 0 0ＧＴ新造船と代替しなければならないこととな

る。  

本航路に船齢が 1 0 年から 1 9 年までの船は 1 隻あり、この 1 隻の船

を遅くても今後 1 5 年間に新造船と代替する必要がある、よって、

2 0 2 6 年までに旅客（ 1 0 0 人）、車両 4 輪（ 2 0 台）を運べる 5 0 0ＧＴ

新造船を 2 隻造らなければならないこととなる。  
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1 . 6  一般貨物船の現状及び代替建造需要  

一般貨物船の現状調査は 1 5 のインドネシア海運事業者が運航された 4 9 隻

の船隊を対象に実施した。  

データは“ 2 0 1 0 インドネシア分類局統計：R e g i s t e r  B i r o  K l a s i f i k a s i  

I n d o n e s i a（B K I） 2 0 1 0”より抽出した。  

 

調査対象とした 1 5 のインドネシア海運事業者は次の通り：  

N O ,  海運事業者名  所有船数  （  隻）  

1  T a n t o  L i n e s  1 2  

2  G u r i t a  L i n t a s  S a m u d e r a  1 1  

3  N a g a h  B e r l i a n  6  

4  M e r a t u s  4  

5  R i m b a  S e g a r a  4  

6  A d h i g u n a  K a r u n i a  2  

7  B e r l i a n  T i r t a  L e s t a r i  2  

8  G e s u r i  L i n e s  1  

9  D j a k a r t a  L l o y d  1  

1 0  B a h t e r a  A d i g u n a  1  

1 1  A d i g u n a  N u s a n t a r a  1  

1 2  M e r a t u s  T o n g k a n g  1  

1 3  N u s a n t a r a  N a g a h  B e r l i a n  1  

1 4  S e n t a r u m  1  

1 5  K a r a n a  1  

説明：上記の一般貨物船調査データは“ 2 0 1 0 インドネシア分類局統計：

R e g i s t e r  B i r o  K l a s i f i k a s i  I n d o n e s i a  （ B K I） 2 0 1 0”より

抽出した。 1 5 の大手運航会社所有一般貨物船はインドネシア内航

一般貨物船を代表出来ると考える。  
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船齢と代替予定（代替船数と各船の仕様）  

N o ,  
船齢  

（年）  

船数  

（隻）  

次回の代替

（年）  
年  D W T  

M E  

（E H P）  

A E  

（E H P）

1  4 0  以上  2  2  年  2 0 1 3 3 , 5 0 0 2 , 5 0 0  2  ×  3 7 0

2  3 0  –  3 9  2 4  5 年  2 0 1 6 6 , 0 0 0 4 , 0 0 0  2  ×  4 5 0

3  2 0  –  2 9  2 0  1 0 年  2 0 2 1 6 , 0 0 0 4 , 0 0 0  2  ×  4 5 0

4  1 0  –  1 9  3  1 5 年  2 0 2 6 6 , 0 0 0 4 , 0 0 0  2  ×  4 5 0

5  9  以下  －  2 0 年  －  －  －  －  

 

 

代替船の合計 D W T  

N o ,  年  船数（隻）  各船の D W T  合計 D W T  

1  2 0 1 3  2  3 , 5 0 0  7 , 0 0 0  

2  2 0 1 6  2 4  6 , 0 0 0  1 4 4 , 0 0 0  

3  2 0 2 1  2 0  6 , 0 0 0  1 2 0 , 0 0 0  

4  2 0 2 6  3  6 , 0 0 0  1 8 , 0 0 0  

5  2 0 3 1  -  -  -  

 合計  4 9    2 8 9 , 0 0 0  

 

1 .  主 エ ン ジ ン メ ー カ ー ： N i i g a t a ,  I H I -  P i e l s t i k ,  H a n s i n ,  

A k a s a k a ,   M i t s u i  N i i g a t a ,  N i s s a n ,  M A N / 6 6 ,  H i t a c h i ,  

N i s s a n  ,  など。  
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2 .  補助エンジンメーカー：Y a n m a r ,  N i s s a n / 8 9 ,  C a t e r p i l l a r / 8 0 ,  

D a i h a t s u ,  N i i g a t a など。  

 

1 . 7  コンテナ船の現状及び代替建造需要  

コンテナ船の調査は 4 つのインドネシア海運事業者が運航された 3 6 隻の船

隊を対象に実施した。  

データは“ 2 0 1 0 インドネシア分類局統計：R e g i s t e r  B i r o  K l a s i f i k a s i  

I n d o n e s i a  （B K I） 2 0 1 0”より抽出した。  

 

調査対象とした 4 つのインドネシア海運事業者は次の通り：  

N o .  会社名  所有船数（隻）  

1  T a n t o  L i n e s  2 1  

2  M e r a t u s  L i n e s  1 0  

3  D j a k a r t a  L l o y d  3  

4  M e r a t u s  T o n g k a n g  2  

 

 

船隊全体のキャパシティ：  2 4 7 , 9 0 8  D W T  

各船のキャパシティ :      6 , 8 8 6  D W T  

 代替用コンテナ船の仕様は次の通り：  

 D W T  :  7 , 0 0 0  

M E  （E H P）  :  6 , 0 0 0  

A E  （E H P）  :  2× 4 5 0  
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船齢と代替予定（代替船数と各船の仕様）  

N o .  
船齢  

（年）  

船数  

（隻）  

次回の

代替

（年）

D W T  
M E  

（E H P）

A E  

（E H P）  

合計  

（D W T ）

1 .  4 0  以上  -  -  -  -  -   

2 .  3 0  –  3 9  3  2 0 1 6  7 , 0 0 0 . 6 , 0 0 0 .  2× 4 5 0  2 1 , 0 0 0

3 .  2 0  –  2 9  2 3  2 0 2 1  7 , 0 0 0 . 6 , 0 0 0 .  2× 4 5 0  1 6 1 , 0 0 0

4 .  1 0  –  1 9  1 0  2 0 2 6  7 , 0 0 0 . 6 , 0 0 0 .  2× 4 5 0  7 0 , 0 0 0

5 .  9  以下  -  -  -  -  -  -  

 合計：  3 6      2 5 2 , 0 0 0

 

1 .  主 エ ン ジ ン メ ー カ ー ：  N i i g a t a ,  M i t s u b i s h i ,  H a n s i n ,  

A k a s a k a ,  M i s h i b u s i - A k a s a k a ,  H i t a s h i ,  B & W ,  M A N  B & W ,  

S u l z e r ,  M A K / 8 3 ,  K r u p p  M A K / 8 2 ,  M i t s u b i s h i / 9 2 ,  など。  

 

2 .  補 助 エ ン ジ ン メ ー カ ー ： C a r t e r p i l l a r / 9 2 ,  Y a n m a r / 9 4 ,  

D a i h a t s u ,  Y a n m a r ,  N i i g a t a ,  M A N  B & W ,  M A N /  8 3 ,  

S c a n i a / 8 8 ,  D e u t z / 8 2 ,  W a r s i l a  s c a m ,  など。  

 

1 . 8  旅客船の現状及び代替建造需要  

旅客船の調査は、 2 つのインドネシア海運事会社、 P T , P e l n i と P T ,  

P r i m a  V i s t a、が運航された 1 8 隻の船隊を対象に実施した。  

データは“ 2 0 1 0 インドネシア分類局統計：R e g i s t e r  B i r o  K l a s i f i k a s i  

I n d o n e s i a  （B K I） 2 0 1 0”より抽出した。  

抽出した 1 8 隻の船の全キャパシティは：  3 9 , 7 8 6  D W T であり、各船の平

均キャパシティは :  2 , 2 1 0  D W T であった。  
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N o .  
船齢  

（年）  

船数  

（隻）  

次回の代替

（年）  
年  D W T

M E  

（E H P）  

A E  

（E H P）

1 .  4 0  以上  -  -  -  -  -  -  

2 .  3 0  –  3 9  5  5   2 0 1 6 2 , 5 0 0 3 , 0 0 0  2× 3 0 0  

3 .  2 0  –  2 9  6  1 0  2 0 2 1 3 , 5 0 0 1 7 , 4 0 0  2× 1 , 2 0 0

4 .  1 0  –  1 9  7  1 5  2 0 2 6 1 , 7 0 0 1 , 6 0 0  2× 1 7 0  

5 .   9  以下  -  -  -  -  -  -  

               

代替船数と合計  D W T  

N o ,  年  
代替船数

（隻）  
各船体の D W T 代替船 D W T の計  

1  2 0 1 3  -  -  -  

2  2 0 1 6  5  2 , 5 0 0  1 2 , 5 0 0  

3  2 0 2 1  6  3 , 5 0 0  2 1 , 0 0 0  

4  2 0 2 6  7  1 , 7 0 0  1 1 , 9 0 0  

5  2 0 3 1  -   -  

 合計  1 8   4 5 , 4 0 0  

 

メモ：  

1 .  主エンジンメーカー：    A k a s a k a , M i t s u b i s h i  B & W ,  K R U P P  

M A K / 9 2 ,  S t o r k  W e r k s p o o r ,  M A K。  

2 .  補助エンジンメーカー：Y a n m a r ,  M A N  K a w a s a k i ,  D a i h a t s u ,  

C a t e r p i l l a r , V o l v o p e n t a。  
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1 . 9  オイルタンカー船の現状及び代替建造需要  

オイルタンカーの調査は P E R T A M I N A 所有・運航された 2 7 隻のオイルタ

ンカー船を対象に実施した。  

データは“ 2 0 1 0 インドネシア分類局統計：R e g i s t e r  B i r o  K l a s i f i k a s i  

I n d o n e s i a  （B K I） 2 0 1 0、海運事業者と船舶、 2 6 頁と 5 6 頁より抽出した。  

抽出した 2 7 隻オイルタンカー船の全キャパシティは： 7 2 2 , 7 3 1  D W T であ

り、各船の平均キャパシティは :  2 6 , 7 6 8  D W T であった。  

 

船齢と代替船数  

N o .  
船齢  

（年）  

船数  

（隻）  
計 D W T  

次回の代替まで  

（年後）  
年  

1 欄  2 欄  3 欄  4 欄  5 欄  6 欄  

1  4 0  以上  -  _  -  -  

2  3 0  –  3 9  3  1 1 3 , 5 1 1 5   2 0 1 6  

3  2 0  –  2 9  1 0  3 7 6 , 1 7 4 1 0  2 0 2 1  

4  1 0  –  1 9  9     7 7 , 8 2 7 1 5  2 0 2 6  

5  9  以下  5  1 5 5 , 2 1 9 2 0  2 0 3 1  

 合計  2 7  7 2 2 , 7 3 1   
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代替船数とそのキャパシティ  

N o .  

代替予定  

（隻）  

1 隻当

たり

D W T  

合計

D W T  

M E  

（E H P）

A E  

（E H P）  
メモ  

 7 欄  8 欄  9 欄=  

7× 8  

1 0 欄  1 1 欄  1 2 欄  

2  4  3 0 , 0 0 0  1 2 0 , 0 0 0 1 1 , 1 0 0  2× 1 , 0 5 0   

3  1 3  3 0 , 0 0 0  3 9 0 , 0 0 0 1 1 , 1 0 0  2× 1 , 0 5 0   

4  1 2  6 , 5 0 0    7 8 , 0 0 0 3 , 7 0 0  2× 3 5 0   

5  6  3 0 , 0 0 0  1 8 0 , 0 0 0 1 1 , 1 0 0  2× 1 , 0 5 0   

 3 5  -  7 6 8 , 0 0 0 -    

 

-  なお、オイルタンカーでは、船の代替は次のような特殊な事情を考慮

した上で算出した：  

合計 D W T  （第 9 の欄）は、計（第 4 の欄）の数字と同じかそれ以

上でなければならない。  

8 欄 の 船 の D W T は な る べ く 基 準 と な る 各 船 D W T 、 つ ま り

6 , 5 0 0 D W T や 3 0 , 0 0 0  D W T と等しくなるようにした。  

統計のある 2 7 隻の他、 P T , P e r t a m i n a  が  キャパシティ 8 0 , 0 0 0  

D W T クラスの船を 1 隻所有している。このため、代替船数の数字（第

9 の欄）の合計が元より増やす必要がある。ここでは合計 D W T  （第 9

の 欄 ） が 計 （ 第 4 の 欄 ） の 数 字 よ り 8 0 , 0 0 0 D W T の 半 分 の

4 0 , 0 0 0 D W T だけ多くした。このため、第 7 欄の代替船の数も統計上

の 2 7 隻でなく、 3 5 隻の代替とした。  
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第 2 章  インドネシアの造船業及び舶用工業を取り巻く環境  

 

2 . 1  国内造船業及び舶用工業の現状  

a .  主な造船事業者  

現在、インドネシアには、小規模の造船所が 2 5 0 箇所と登記されて

おり、その他、国営造船所が 4 箇所とされている。その国営造船所は

P T .  D o k  &  P e r k a p a l a n  K o d j a  B a h a r i、  P T .  P A L  I n d o n e s i a、

P T .  D o k  d a n  P e r k a p a l a n  S u r a b a y a ,  と  P T .  I n d u s t r i  K a p a l  

I n d o n e s i a の 4 つである。造船業界の売上総額は約 1 4 . 2 6  億 U S

＄で、 3 5 , 0 0 0  人労働者の雇用をしている。インドネシア国内分布は、

ジャワ島 3 7％  、スマトラ島 2 6％  、カリマンタン島 2 5％  、とインド

ネシア東部地域が 1 2％  となっている。  

2 0 0 7 年まで、インドネシアで建造が活発であった造船所が 1 3 箇所

あり、それは次の造船所である。  

-  P T ,  P A L ,  S u r a b a y a  

-  L a b r o y  S h i p b u i l d i n g ,  B a t a m  

-  P a n - U n i t e d ,  B a t a m  

-  D u m a s ,  S u r a b a y a  

-  A S L  S h i p y a r d ,  B a t a m  

-  B a t a m e c ,  B a t a m  

-  B r i s t o i l  O f f s h o r e  I n d o n e s i a ,  B a t a m  

-  J a y a  A s i a t i c ,  B a t a m  

-  K o d j a  B a h a r i ,  J a k a r t a  

-  M a r i a n a  B a h a g i a ,  P a l e m b a n g  

-  N o a h t u  S h i p y a r d ,  P a n j a n g  

-  D o k  P e r k a p a l a n ,  S u r a b a y a  

-  T u n a s  K a r y a  B a h a r i  

建造が活発な造船所の多くは B a t a m 島にある。  
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b .  造船所の建造等能力  

インドネシア国内的な造船所の実生産能力はいまだ低く、新造船の

建造能力のは 2 2 5 , 0 0 0  G T である。  この能力は年間の新造船需要が

5 0 0 , 0 0 0  G T  と一般に言われているのと比較すれば未だ遠い  

（新造船需要は、 2 0 0 9 年 I p e r i n d o 推測値）。  

 

現在所有設備は：  

-  ビルバース  （ B u i l d i n g  B e r t h）、  5 0 , 0 0 0  D W T まで  

-  乾ドック  （G r a v i n g  D o c k）、 1 5 0 , 0 0 0  D W T まで  

-  浮きドック  （ F l o a t i n g  D o c k）、 6 , 5 0 0  T L C まで  

-  造船台  （ S l i p w a y）、 6 , 0 0 0  D W T まで  

-  船リフト  （ S h i p  l i f t）、 3 0 0  T L C まで  

となっている。  
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表－ 2 . 1   国内造船所業界のプロフィール  

N o  造船事業社名
所有

形態  
位置  

ヤード  能力  P r o d u k  

最大建

造船  

最大  

ドッキ

ング船  

新造  修理  

1  PT. PAL 

Indonesia 

国営  Surabaya 18,000 

GT 

42,000 

DWT 

50,000 

DWT 

30,000 

DWT 

2  PT. Dok & 

Perkapalan 

Kodja Bahari

国営  Jakarta 18,900 

GT 

- 50,000 

DWT 

30,000 

DWT 

3  PT. Dok dan 

Perkapalan 

Surabaya 

国営  Surabaya 5,230 

GT 

10,000 

DWT 

8,000 

DWT 

10,000 

DWT 

4  PT. Jasa 

Marina 

Indah 

国内

民営  

Semarang 6,500 

DWT 

8,000 

DWT 

8,000 

DWT 

8,000 

DWT 

5  PT. Industri 

Kapal 

Indonesia 

国営  Makassar 4,180 

DWT 

4,180 

DWT 

4,180 

DWT 

4,180 

DWT 

6  PT. Dumas 

Tanjung 

Perak 

国内

民営  

Surabaya 4,180 

DWT 

4,250 

DWT 

4,180 

DWT 

Up to 

8,000 

DWT 

7  PT. Intan 

Sengkunyit 

国内

民営  

Palembang 4,180 

DWT 

3,650 

DWT 

4,180 

DWT 

Up to 

6,500 

DWT 

8  PT. Inggom 

Shipyard 

国内

民営  

Jakarta Up to 

8,000 

DWT 

500 

DWT 

4,180 

DWT 

Up to 

2,000 

DWT 

9 ,  PT. 

Adiluhung 

Sarana 

Segara 

国内

民営  

Madura 500 

DWT 

4,800 

DWT 

10,000 

DWT 

Up to 

3,000 

DWT 
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N o  造船事業社名
所有

形態  
位置  

ヤード  能力  P r o d u k  

最大建

造船  

最大  

ドッキ

ング船  

新造  修理  

1 0  PT. Sanur 

Marindo 

Shipyard 

国内

民営  

Tegal 1,000 

DWT 

4,000 

DWT 

4,000 

DWT 

1,000 

DWT 

1 1  PT. Daya 

Radar 

Utama 

国内

民営  

Jakarta 600 GT - Up to 

600 

DWT 

- 

1 2  PT. Menara 

Bahagia 

国内

民営  

Palembang - 1,200 

DWT 

- - 

1 3  PT. 

Galangan 

Balikpapan 

Utama 

国内

民営  

Balikpapan 650 

DWT 

2,000 

DWT 

- - 

1 4  PT. Ben 

Sentosa 

国内

民営  

Surabaya 240 

DWT 

- 120 

GT 

貨物、  

フェリー

1 5  PT. Patra 

Dok Dumai 

国内

民営  

 17,700 

DWT 

- - タンカ

ー、貨物

データ源 :  （ 5）  
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c .  造船及び関連工業の実績及び供給能力の概要  

現在、インドネシア造船業では、造船所自体及びその関連業界の設

備能力（例：加工、機器や材料）により、建造可能な船型のものと、建

造が難しいと思われる船型がある。  

インドネシアでの造船業界能力の現状は i .～ i i i .の 3 つの通り区分さ

れる。  

 

i .  国内造船所で建造可能な船型：  

-  タンカー船  

-  貨物船  

-  コンテナ船  

-  漁業船  

-  バルカー船  

-  タグボート  

-  フェリー船  

であって、規模が  5 0 , 0 0 0  D W T 以下の船  

i i .  業界が存在するものの、建造が難しいことが多い船型  

-  旅客船  

-  軍艦  

-  特別船  

i i i .  国内造船所が未だ建造できない船型：  

-  規模が  5 0 , 0 0 0  D W T 以上の船  

 

なお、インドネシアの建造実績は次の通りである。  
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表－ 2 . 2   国内造船業界の実績  

N o .  船型  規模  単位  メモ  

1 .  コンテナ船  2 0 8  T E U  内航  

2 .  コンテナ船  1 , 6 0 0  T E U  内航  

3 .  セミ・コンテナ船  3 , 6 5 0  D W T  内航  

4 .  旅客船  5 0 0  P a x  内航  

5 .  旅客&  自動車ローローフェリー  5 , 0 0 0  G T  内航  

6 .  旅客&  自動車ローローフェリー  1 8 , 9 0 0 G T  輸出  

7 .  ドライ貨物船  1 7 , 5 0 0 D W T  輸出  

8 .  L P G  キャリア  5 , 6 0 0   輸出  

9 .  浮遊式生産ユニット /オフショア    輸出  

1 0 ,  ログ・キャリア  8 , 0 0 0  D W T  内航  

1 1 .  バルクキャリア  4 2 , 0 0 0 D W T  内航  

1 2 .  バルクキャリア  5 0 , 0 0 0 D W T  内航  

1 3 .  
オフショア浚渫船  

（O f f s h o r e  T i n  B u c k e t  D r e d g e r）
1 2 , 0 0 0 T o n  内航  

1 4 .  オイルタンカー船  1 , 5 0 0  D W T  内航  

1 5 .  オイルタンカー船  3 , 5 0 0  D W T  内航  

1 6 .  オイルタンカー船  6 , 5 0 0  D W T  内航  

1 7 .  オイルタンカー船  1 7 , 5 0 0 D W T  内航  

1 8 .  オイルタンカー船  3 0 , 0 0 0 D W T  内航  

1 9 .  化学タンカー船  1 6 , 0 0 0 D W T  内航  

2 0 .  消火用タグボート  4 , 5 0 0  H P  内航  

2 1 .  救援用タグボート  7 , 5 0 0  H P  内航  

2 2 .  マグロ船  3 0 0  G T  内航  

2 3 .  高速パトロールボート 5 7  4 0 0  T  内航  

2 4 .  高速パトロールボート 2 8  6 0  T  内航  

2 5 .  浮きドック  5 , 0 0 0  T L C  内航  

データ源 :  （ 3）  
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ただし、 2 0 0 5 年第 5 号大統領命令を実施してから、インドネシアの

造船業界 2 年間（ 2 0 0 6 - 2 0 0 7）の建造量は向上を見せている。 2 0 0 7

年 6 月までに、ジャワ島、スマトラ島やカリマンタン島での造船所が

約 5 8 6 , 0 0 0  G T（G r o s s - T o n n a g e）の注文船数でいえば約 1 2 6 隻の

注文を受け、その中の 4 隻が 3 6 , 0 0 0  G T  規模の船体で、 2 0 0 7 年 6

月末までに完成された。その新造船の建造契約費は約 1 1 億 U S ドルあ

るいは 1 0 兆ルピアと推測される。  

ただし、その能力は世界の主要な造船国である日本、韓国や中国と

比較するとまだまだ遠いのが現状である。  

  

表－ 2 . 3   世界の造船所  

N o .  国  

注文量  建造完了量  

量  

（百万 G T）

計  

（隻）

量  

（百万 G T）  

計  

（隻）  

1 .  韓国  9 8 , 4 3 6  1 , 8 2 0 4 , 7 7 2  1 0 4  

2 .  中国  7 2 , 0 5 5  2 , 4 4 5 2 , 4 7 0  1 4 9  

3 .  日本  6 1 , 8 4 5  1 , 4 0 6 4 , 0 3 9  1 2 8  

4 .  フィリピン  4 , 3 7 8  1 0 6  0 . 0 6 5  2  

5 .  ドイツ  4 , 2 2 0  1 9 6  0 . 3 4 6  1 7  

6 .  ルマニア  2 , 6 4 8  1 2 9  0 . 0 9 3  1 1  

7 .  ベトナム  2 , 6 2 2  1 5 6  0 . 0 0 7  8  

8 .  台湾  2 , 5 2 9  6 0  0 . 1 2 1  2  

9 .  イタリア  2 , 3 6 0  1 1 7  0 . 1 5 5  6  

1 0 .  ポランド  2 , 2 3 1  1 2 0  0 . 2 0 4  1 1  

1 1 .  トルコ  2 , 1 7 7  3 1 9  0 . 1 2 5  2 5  
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N o .  国  

注文量  建造完了量  

量  

（百万 G T）

計  

（隻）

量  

（百万 G T）  

計  

（隻）  

1 2 .  クロアチア  1 , 9 8 6  6 5  0 . 1 7 9  8  

1 3 .  デンマーク  1 , 2 6 2  1 8  0 . 1 7 1  1  

1 4 .  インド  1 , 1 7 5  1 8 4  0 . 0 4 5  5  

1 5 .  スペイン  0 . 9 3 4  1 5 8  0 . 0 4 4  1 5  

1 6 .  フィンランド  0 . 9 2 1  1 1  0 . 1 9 0  2  

1 7 ,  オランダ  0 . 8 4 1  2 8 2  0 . 0 4 7  2 6  

1 8 .  フランス  0 . 7 5 1  1 3  0 . 0 9 3  3  

1 9 .  ルシア  0 . 7 4 0  8 9  0 . 0 6 4  1 0  

2 0 .  アメリカ  0 . 6 6 8  1 3 8  0 . 0 4 9  1 0  

2 1 .  インドネシア  0 . 5 8 6  1 2 6  0 . 0 3 6  8  

2 2 .  ウクライナ  0 . 4 6 6  5 6  0 . 0 1 7  4  

L l o y d  R e g i s t e r - F a i r p l a y （ 2 0 0 7 年）より  

 

上記の表－ 2 . 3 から、韓国、中国及び日本が世界の造船ビジネスでは

際立って、大きい国であり、インドネシアはそれらの国と比較すると非

常 に 小 さ い こ と が 分 か る 。 イ ン ド ネ シ ア に 近 い 地 域 で も 、 例 え ば

A S E A N 地域では、フィリピン、ベトナムと台湾が世界の造船所 1 0 大

国の位置にある。  

インドネシア造船所に 2 0 0 7 年に注文された 1 2 6 隻の船の中で、 3 7

隻が貨物船であり、残りの 8 9 隻が非貨物船である。このうち 2 0 0 9 年

までには全インドネシア造船所が 6 2 隻の新造船を完成させた。 2 0 0 7

年から 2 0 0 9 年までの間にインドネシアで建造された 3 7 隻の貨物新造

船 の 中 で ド ラ イ バ ル ク キ ャ リ ア が 最 多 の 船 型 で 約 6 隻 で 全 能 力 約
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3 0 6 , 0 0 0  D W T であった。これに次いで、一般貨物船、化学製品タン

カー、オイルタンカー船、セメント運搬船や家畜運搬船となっている。  

 

d .  材料供給産業  

インドネシア造船業界で必要とする材料供給のうち次のようなもの

は、質や量に問題はあるものの基本的にはインドネシア国内の業者から

供給可能とされる。  

-  鉄鋼  /  鉄系、：鋼板、角度プロファイル（ A n g l e  p r o f i l e）、パ

イプ類  

-  非鉄系：アルミ板、アルミパイプ、真鍮  

-  ファイバーガラス  

-  木材  

-  ゴム  

-  プラスチック  

-  ガラス  

-  繊維類  

-  マリンペイント  

-  溶接棒  

-  陰極保護品  （亜鉛  や  アルミ）  

 

e .  加工と機器業界能力（関連業界）の現状  

ｄ .のとおり、材料関係の業界は存在するものの、種類と量はまだま

だ足らないと言える。このため国内の造船業界が使用している材料のう

ちローカル調達割合はいまだに低く（約 3 5％）、質的にも鋼板、電極、

ガス、絶縁体、メーンスイッチボード、空調設備、ペイント、艤装等の

一部にとどまっている。さらに材料ではなく機械類、電気類などの機器

類の多くは、輸入品に頼っている（約 6 5％）。   
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国内造船で使用される現地製品（ L o c a l  C o n t e n t）の割合  

説明  

類別  

現地  輸入／外国  

建造  1 0 0  ％  －  

材料・部品  3 5  ％  6 5  ％  

 

i .  国内メーカーが存在する部品・機器  

-  デ ッ キ 用 機 械 （ D e c k  M a c h i n e r i e s ） :  ア ン カ ー ウ イ ン チ

（ A n c h o r  W i n c h）、  係留ウィンチ（M o o r i n g  W i n c h）、  

- 電 気 系 機 械 と 機 器 （ E l e c t r i c a l  M a c h i n e r i e s  a n d  

E q u i p m e n t ） :  S t e e r i n g  G e a r ,  M a i n  S w i t c h  B o a r d  

P a n e l ,  

-  ナ ビ ゲ ー シ ョ ン 機 器 と 通 信 機 器 （ N a v i g a t i o n  a n d  

C o m m u n i c a t i o n） :  通信機。  

-電子機器  （ E l e c t r o n i c  E q u i p m e n t） :  テレビ、空調機器。  

-  家具 :  机、椅子、棚類。  

-  他の機器 :  救命ボート、舵、チェーン。  

 

i i .  一部限定された種類の部品・機器があるもの  

-  原動エンジン（ P r o p u l s i o n  E n g i n e） :  主エンジン、補助エ

ンジン。小型エンジン  （ <  1 0 0  H P）  開発されたが、大きい

エンジン  （ >  1 0 0  H P）はまだ開発されていない。  

-  電 気 系 機 械 や 機 器  （ E l e c t r i c a l  M a c h i n e r i e s  a n d  

E q u i p m e n t） :  発電機や電気モーター。発電機 <  3 7 5  K V a  

は開発されたが、容量の大きい発電機  >  3 7 5  K V a  はまだ開

発されていない。  

-  武器。  
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-  その他に機器：アンカー、バルブ、ライフジャケット、プロペ

ラ。  

 

i i i .  現地では生産されていない部品・機器  

-  デ ッ キ 用 機 械 （ D e c k  M a c h i n e r i e s ） :  貨 物 用 ク レ ー ン

（ C a r g o  H a n d l i n g / D e c k  C r a n e）、H a t c h  C o v e r。  

-  電 気 系 機 械 と 機 器 （ E l e c t r i c a l  M a c h i n e r i e s  a n d  

E q u i p m e n t） :  P u r i f i e r ,  ポンプ、冷却装置。  

-  ナ ビ ゲ ー シ ョ ン 機 器 と 通 信 機 器 （ N a v i g a t i o n  a n d  

C o m m u n i c a t i o n）：  レーダー、通信ラジオ。  

-  電 子 機 器 （ E l e c t r o n i c  E q u i p m e n t ） :  信 号 用 の ラ ン プ 、  

魚群探知機。  

-  その他の機器 :  安全ブイ。  

 

 

2 . 2  海事に対するインドネシア政府の政策  

2 . 1 . 1  現状及びカボタージュ規制  

インドネシア政府は、海事国として、海上交通が国の経済活動を支える上

で重要な要素であると考えている。政府は、国内海上交通の発展や活用のため

に、インドネシアの交通業界状況に合わせて、さまざまな政策や規定を経由し

て支援を行っている。  

最も初めの施策として、政府は、 1 9 9 2 年第 2 1 号法律、国内海運法を告知

した。その内容は、“海運は国によって占有され、その育成は政府によって実

施される”とされ、インドネシア領内海の海運がインドネシアの船舶を活用し

なければならないことが方針として定められた。だが、この法律は方針を宣言

したにとどまり、政府が期待したほど大きな変化をもたらさなかった。このた

め、インドネシア政府は新しい政策を立案し、大統領命令 2 0 0 5 年第 5 号に

より、国内海運業界の活用についての宣言を行った。その内容は 2 0 1 1 年か

らカボタージュを完全に実施するという内容である。  
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実際には、インドネシア籍船の船の数は少なく、国内の造船能力も限られ

るため、大統領命令まではインドネシアの海上輸送では、海運事業者は、国内

の船舶で運航されているケースは少なかった。また、インドネシア船が運搬し

なければならない内航貨物の量は、その後も増加傾向であった。この結果、カ

ボタージュ規制実施の直前になっても、大手国内海運は、未だ多くが外国船で

運航さ れて いる 。カ ボタ ージュ 規制 実施 前の 統計 によれ ば、 国内 の貨物の

2 2 . 3  ％、国際貨物の 9 2 . 9  ％が外国船に運搬されている。 （ 1 ）   

カ ボ タ ー ジ ュ 規 制 直 前 の 内 航 イ ン ド ネ シ ア 籍 船 の 船 は 全 部 約 6 , 5 0 0  –  

7 , 0 0 0 隻であり、内航輸送需要を答えるためには十分な数字からまだ遠く、

よって大部分はまだ外国海運に輸送されている。  国内の全貨物量を自国籍船

で運航出来るように、また 2 0％の  輸入出貨物量を自国船で運搬するためには、

少なくともインドネシアがあらゆる規模の 1 0 , 0 0 0  隻の船舶を所有しなけれ

ばならないと推定されている。 （ 2 ）   

カボタージュ目的から見て、インドネシア造船業界の存在が国内の海運船

隊の存在や育成にとても重要な役割を果たすことは明らかであり、すなわち、

国内造船業界は、大きな発展可能性を持っている。  

大統領令 2 0 0 5 年第 5 号と関連して、運輸大臣が 2 0 0 5 年 1 1 月 1 8 日に港

湾間貨物運送関係の省令 K M 7 1 号を発足した。この省令によると、国内港湾

間の貨物運送は遅くとも 2 0 1 1 年 1 月 1 日にインドネシア旗の船で運搬する

こととなっている。この省令によると国内港湾間の貨物は、次のものを含むと

される：  

-  石油や天然ガス  

-  一般貨物（G e n e r a l  C a r g o）  

-  石炭  

-  木材や一次生産品  

-  米  

-  パーム油  

-  肥料  

-  セメント  

-  鉱物（金属物 ,  非金属物 ,  C 区分鉱物）  
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-  その他の穀物（ o t h e r  g r a i n s）  

-  液状の貨物やその他の化学剤  

-  農業関係の穀物  

-  野菜、果実と生魚（新鮮物）  

-  石油や天然ガスのアップ・ダウンストリーム業界関連物  

国内の造船所で建造する場合、約 6 5％  の機械類や材料 /部品関係は外国か

ら輸入されている。これは、インドネシア国内で新造船を建造する費用が高く、

外国造船所で新造船を建造するより競争力が低い原因の一つとなっているとさ

れる。インドネシア政府によるとその費用の差は約 1 7％  高いとされている。

これが国内海運事業者が国内造船事業者から新造船を買うことの妨げの一つと

なっているとインドネシアの造船業界及びインドネシア政府は考えている。  

このためインドネシア政府は、国内造船業界建造向上を支援する目的で、

財務大臣法令 6 0 / P M K , 0 1 0 / 2 0 0 6  号“造船業界と海運業用の部品 /パーツ輸

入の関税免税”を出し、次いで、建造向上を支援する目的で、財務大臣法令

4 5 / P M K , 0 1 1 / 2 0 1 0 号“ 2 0 1 0 年度造船業界が船体建造 /修理用の輸入部品や

材料関税において政府が負担する”。とした法令を出した。  

そ の 他 、 I P E R I N D O （ I k a t a n  P e r u s a h a a n  I n d u s t r i  K a p a l  d a n  

L e p a s  P a n t a i  I n d o n e s i a：インドネシア造船工業会）は、より国内造船業

界の競争力が増加することを目的として、政府に消費税の免税申請を提出した。

業界からは、国内銀行も操業資本のために低金利の融資を実施するよう求めら

れてもいる。  

輸入船の流入を減少されるため、また国内造船所で新造船を建造すること

を 促 進 す る 目 的 で 、 政 府 は 、 2 0 1 0 年 1 2 月 2 2 日 に 、 財 務 大 臣 法 令

2 4 1 / P M K . 0 1 1 / 2 0 1 0 号を発令した。この法令では、輸入商業用船舶に対し

て 5％の輸入税を課税することを定めた。対象となる船型は遊覧船、エクスカ

ーション船、フェリー船、貨物船、バージ船、タグボート、ビーコン船、ドレ

ッジ船  （浚渫船）、クレーン船、浮きドック、ドリルリッグ、または浮きあ

るいは水中の生産機やその他の浮き構造物とされた。  
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2 . 2 . 2  中期目標（ 2 0 0 7  –  2 0 0 9）  

•  規模が 5 0 , 0 0 0  D W T まで建造可能な国内造船所の数や能力アップ  。  

•  国内造船所の操業効率アップで、出荷期間あるいはドッキング日数の短

縮の実現。  （ 6 ）  

 

2 . 2 . 3  長期目標（ 2 0 1 0  –  2 0 2 5）  

•  国内や海外需要に対し、 3 0 0 , 0 0 0  D W T  まで建造あるいは修理可能な

操業設備、船台（ b u i l d i n g  b e r t h） /  乾ドック（ g r a v i n g  d o c k）を

持つ国内造船所（w o r l d  c l a s s  i n d u s t r y）の存在。  

•  あらゆる規模と船型（例：コルベット、フリゲート、クルーズ船、 L P G

キャリア、と外の特別船）に対して国内造船所の建造能力アップ。  

•  舶用部品内需に供給可能な国内舶用部品メーカーの発展と成長向上。  

•  国 内 総 合 船 舶 設 計 工 作 場 （ N a t i o n a l  S h i p  D e s i g n  a n d  

E n g i n e e r i n g  C e n t r e  「 N a S D E C」： P D R K N）が、国内の船舶業

界 /造船業界の支援により発展、強化されること。 （ 6 ）  

 

2 . 2 . 4  造船業界発展の年代別優先順位（インドネシア政府によるも

の）  

 

2 0 1 0  2 0 1 5  2 0 2 0  2 0 2 5  

-  50,000 DWT ま

での商船  

（Merchant Ship）

-  80,000 DWT ま

での商船  

-  （Merchant Ship）

-  200,000 DWT 

までの商船  

-  （Merchant Ship）

-  300,000 DWT 

までの商船  

-  （Merchant Ship）

- 旅客船  

 （Passenger Ship）

- 旅客船  

 （Passenger Ship）

-  クルーズ船  -  クルーズ船  

- 作業船  -  高速作業船  -  高速作業船  -  高速作業船  

－ 39 －



2 0 1 0  2 0 1 5  2 0 2 0  2 0 2 5  

- 高速巡視船  

 （FPB）  

-  高速巡視船  

-  コルベット船  

-  高速巡視船  

-  コルベット船  

-  フリゲート船  

-  高速巡視船  

-  コルベット船  

-  フリゲート船  

-  潜水艦  

-  材料や部品業界

の成長  

-  材料や部品業界

の発展  

-  材料や部品業界

の発展  

-  材料や部品業界

が強化  

-  国内総合船舶設

計工作場

（NaSDEC）  

-  国内総合船舶設

計工作場

（NaSDEC）の

発展  

-  国内総合船舶設

計工作場

（NaSDEC）が

商船、旅客船、

作業船、巡視

船、戦艦の設計

可能能力  

-  国内総合船舶設

計工作場

（NaSDEC）が

あらゆる船型や

規模の設計可能

能力  

出典：参考文献 6 .より  

 

2 . 2 . 5  製品や設備能力目標（インドネシア政府による）  

 

N o  内容  2 0 1 0 年まで 2 0 1 5 年まで 2 0 2 0 年まで  2 0 2 5 年まで

 設備能力 :      

I .  -  新造船  1 5 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

I I .  -  修理  1 5 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

 建造船型 :      

1  バージ  3 0 0  F t  5 0 0  F t  5 0 0  F t  5 0 0  F t  

2  タグボート  7 , 5 0 0  H P 7 , 5 0 0  H P 1 0 , 0 0 0  

H P  

1 0 , 0 0 0  

H P  

3  フ ェ リ ー

RORO 

5 , 0 0 0  

G R T  

1 9 , 0 0 0  

G R T  

2 0 , 0 0 0  

G R T  

2 0 , 0 0 0  

G R T  
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N o  内容  2 0 1 0 年まで 2 0 1 5 年まで 2 0 2 0 年まで  2 0 2 5 年まで

4  一般貨物  1 8 , 5 0 0  

D W T  

5 0 , 0 0 0  

D W T  

5 0 , 0 0 0  

D W T  

5 0 , 0 0 0  

D W T  

5  スポーツ船と

遊覧船  

スポーツ  &  

旅行  

スポーツ  &  

旅行  

スポーツ  &  

旅行  

スポーツ  &  

旅行  

6  コンテナ船  1 , 6 0 0  

T E U ’ s  

2 , 0 0 0  

T E U ’ s  

4 , 0 0 0  

T E U ’ s  

5 , 0 0 0  

T E U ’ s  

7  タンカー船  3 0 , 0 0 0  

D W T  

8 5 , 0 0 0  

D W T  

2 6 0 , 0 0 0  

D W T  

3 0 0 , 0 0 0  

D W T  

8  漁業船  3 0 0  G T  5 0 0  G T  5 0 0  G T  5 0 0  G T  

9  ト レ ー ラ 船

（RORO）  

1 9 , 0 0 0  

G T  

2 0 , 0 0 0  

G T  

2 0 , 0 0 0  

G T  

2 0 , 0 0 0  

G T  

1 0  AHTS 

（Supply vessel） 

1 6 , 0 0 0  

H P  

2 0 , 0 0 0  

H P  

2 0 , 0 0 0  

H P  

2 0 , 0 0 0  

H P  

1 1  バルクキャリア  

5 0 , 0 0 0  

D W T  

1 0 0 , 0 0 0  

D W T  

1 5 0 , 0 0 0  

D W T  

1 5 0 , 0 0 0  

D W T  

1 2  旅客船  5 0 0  人  1 , 0 0 0  人  クルーズ船  

1 , 0 0 0  人  

クルーズ船

2 , 0 0 0  人  

1 3  化学タンカー船 

2 4 , 0 0 0  

D W T  

3 0 , 0 0 0  

D W T  

5 0 , 0 0 0  

D W T  

5 0 , 0 0 0  

D W T  

1 4  LPG キャリア  5 , 0 0 0  

C u M  

1 0 , 0 0 0  

C u M  

2 0 , 0 0 0  

C u M  

5 0 , 0 0 0  

C u M  

1 5  海軍船  F P B  5 7  M コルベット フリゲート  潜水艦  

出典：参考文献 6 .より  
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2 . 2 . 6  国内造船業界建造目標（インドネシア政府による）  

 

a .  新造船における建造目標（データ源 :（ 6））  

206,800

330,000

531,500

856,000

4,865

9,785

19,680

39,500

-

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000
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年

グ
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ン
 (

G
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)

-

5,000
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量（ＧＴ） 額（１０億ルピア）
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b .  修理船における操業目標（データ源 :（ 6））  

 

4,400

7,000

11,200

18,000

1,024

2,050

4,120

8,300

-

2,000

4,000

6,000

8,000
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12,000

14,000

16,000
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年

1
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0
0
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－ 43 －



2 . 3  周辺環境の変化  

2 . 3 . 1  カボタージュ規制前の状況  

インドネシア造船業は、もともと、その内航輸送需要を満たすものではな

かったが、その状況は 1 9 8 4 年に発令された 2 0 年以上の船齢の船を“スクラ

ップ”し新造船に更新しなければならないという政策の後、それが定着してし

まったといわれる。これは、政府が新造船の調達を援助する仕組みを持たず、

また銀行はリスクが高いと見られる造船業界に対して支援をしなかった結果、

国内の造船業の競争力が弱いままとなったからだといわれる。  

 

2 . 3 . 2  カボタージュ規制、貨物需要増加に伴う船舶需要増加  

2 0 0 5 年の大統領令に基づくカボタージュ規制実施は、船舶に対する需要が

増加することをもたらした。 2 0 1 0 年にインドネシア旗国船の船舶需要は 6 5 4

隻まで達した。その内訳は石炭郵送船（ c o a l  c a r r i e r）が 3 9 0 隻、タンカー

船が 2 2 5 隻、貨物船（ c a r g o）が 2 5 隻、コンテナ船（ c o n t a i n e r）が 1 4

隻となっている。その規模は、大部分 5 0 , 0 0 0  D W T  以下である。  

その他、 P T .  P e r t a m i n a（ P e r s e r o）原油輸送用の 3 0 隻タンカー船の調

達も船舶の需要増加の原因となった。その内訳は、 3 , 5 0 0  D W T が 4 隻、

6 , 5 0 0  D W T が 3 隻、G P 船が 7 隻、M R 船が 1 3 隻、と L R 船が 3 隻である。

さらに火力発電燃料石炭の運搬用の需要に応えるために 7 , 5 0 0  D W T  から

5 0 , 0 0 0  D W T  までの規 模のものが 4 7 隻、輸出 用の 2 0 , 0 0 0  D W T  から

5 0 , 0 0 0  D W T  までの規模のものが 7 9 隻が必要との報道がされている （ 1  &  2 ）。  

また、内航船舶の長期的な調達需要は、国内の貨物量増加状況、特に一般

貨物（ g e n e r a l  c a r g o）に影響されるか、その量は 2 0 0 9 年の 3 9 . 7  M T か

ら 2 0 1 4 年には 5 9 . 5  M T まで達する見込みである。種類別、全体的貨物量の

増加傾向は表 –  2 . 1 の通り。  
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国内貨物量予測（単位：百万 M T）  

N o .  貨物種  

年  

2 0 0 9  2 0 1 4  

1 .  石油  1 0 3 . 3 1 0 5 . 2  

2 .  一般貨物（G e n e r a l  C a r g o）  3 9 . 7 5 9 . 5  

3 .  石炭  2 7 . 4 3 1 . 4  

4 .  肥料  0 . 3 8 . 3  

5 .  木材  6 . 1 6 . 2  

6 .  セメント  8 . 0 1 1 . 0  

7 .  パーム・オイル（ C P O）  4 . 1 5 . 7  

8 .  米  1 . 4 1 . 5  

9 .  鉱物  5 . 8 6 . 6  

1 0 .  その他の穀物  2 . 8 3 . 2  

1 1 .  その他の液体  2 . 0 2 . 3  

1 2 .  農業関係穀物  1 . 5 1 . 5  

1 3 .  生もの（ F r e s h  P r o d u c t）  0 . 4 0 . 4  

合計  2 1 0 . 8 2 4 2 . 8  
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2 . 3 . 3  国内海運事業者に新造船発注の増加傾向  

国内海運事業者が新造船に対する発注変化を見ると、規模的に 2 0 0 5 年か

ら 2 0 0 7 年まで以下のグラフの通り増加している。  

 

船舶の発注傾向（単位：G T）  

-

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

総注文

貨物（GT)

非貨物（GT)

総注文  15,044  41,652  205,341 

貨物（GT)  11,755  38,363  199,000 

非貨物（GT)  3,289  3,289  6,341 

2005 2006 2007

 

 

船舶の発注傾向（単位：隻）  

17
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7
6
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6
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グラフに示すとおり、 2 0 0 5 年には、新造船の発注量は、総数が 1 7 隻かつ

1 5 , 0 4 4  G T  であり、このうち 7 隻の 1 1 , 7 5 5  G T  が貨物船であったのが、

2 0 0 6 年には、G T ベースでは発注量が 1 7 7  ％増加し、隻数は貨物船と非貨

物船が各 6 隻となった。さらに 2 0 0 7 年は、発注量が急激に 2 0 5 , 3 4 1  G T ま

で、すなわち 2 0 0 6 年と比較して G T ベースで 5 0 0％増加し、貨物船 1 5 隻、

非貨物船 1 6 隻の計 3 1 隻となった。この国内海運事業者からの発注増加傾向

は、 2 0 0 5 年第 5 の大統領命令により決定されたカボタージュ規制実施の影響

と考え られ る。 しか し、 この 増 加量 によ って もイ ンドネ シア 政府 の立てた

2 0 1 0 年に国内市場 3 . 2 百万 G T（カボタージュ率 6 0％）とする増加目標値

まではまだまだ遠い水準となっている。 （ 4 ）  

上記のデータより、政府の政策によるインドネシア造船企業による新造船

の建造傾向が大変大きいことがわかる。これは造船の関連業界、例えば機械加

工と現地生産あるいは輸入材料業界にも影響を与えると考えられる。  
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第 3 章  新造船及び舶用エンジンの需要予測  

3 . 1  代替建造による新造船の需要  

新造船の需要予測するに当たっては、船舶の更新される年数を仮定しなけ

ればならない。代替建造の予測に当たっては、現時点でもすでに老朽船である

ものは、速やかに代替建造され、その他の船舶については、船齢が古くになる

に従って、順次代替建造されるものとして予測を行った。  

その考えは、次のとおりである。  

 

3 . 1 . 1  老朽船の代替建造の考え方  

第 1 章に述べたように、既存船の調査によれば、船齢がとても古く 4 0 年以

上の船がかなりある。中には 4 7 年の船齢の船もある。このような老朽船は、

通常であれば、構造的、技術的は保障出来ず、特に船員に対する安全、旅客に

対する安全、その船体自体の安全や貨物に対する安全性の面から運航すること

は適切でないと考えられる。  

その他、各船舶は、 I M O ,  S O L A S , M A R P O L ,  I S M - C o d e  などに決めら

れた国際的な要件を満たさなければならない、船齢が 4 0 年以上の船舶は改正

がよく行われる上述のような要件に満たせるのがとても困難であると考えられ

る。   

このため船齢が 4 0 年以上の船舶については、 2 年後（ 2 0 1 3 年）までにス

クラップをし、新しい船舶に代替建造することが必要であると考えた。（第 1

章 1 . 4 C①と同じ考え）  

 

3 . 1 . 2  順次代替建造の考え方  

船齢 4 0 年未満の船の代替建造は、船齢とドックスケジュール等を考え、約

5 年ごとに計画的に更新を行うことになると仮定した。具体的には次の更新年

で船が代替建造されると仮定した。  
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N o .  
現在の船齢  

（年）  
更新年  

1 .  3 0  –  3 9  2 0 1 6  

2 .  2 0  –  2 9  2 0 2 1  

3 .  1 0  –  1 9  2 0 2 6  

4 .  9 年以内  2 0 3 1  

 

 

3 . 1 . 3  島間フェリー船隊の代替建造需要  

第 1 章 1 . 5 . 2 で考察した代替建造需要調査結果をまとめると次の通りとな

る。  

N o  航  路  
船齢  

（年）  

更新

予定
2 0 1 3 2 0 1 6 2 0 2 1 2 0 2 6  キャパシティ

1  2  3  4  5  6  7  8  9  

1 .  メラック  

– 

バカフニ  

（33 隻）  

4 0 以上  

3 0 - 3 9  

2 0 - 2 9  

1 0 - 1 9  

9  以下  

1  

1 2  

1 9  

1  

-  

1  

 

 

1 2  

 

 

 

1 9  

 

 

 

 

1  

 

旅客 700 人。  

4 輪 100。  

GRT.  + / -  500

2 .  クタパング  

– 

ギリマヌック 

（16 隻）  

4 0 以上  

3 0 - 3 9  

2 0 - 2 9  

1 0 - 1 9  

9  以下  

5  

-  

3  

5  

-  

 

5   

-  

 

 

 

3  

 

 

 

 

5  

旅客 300。  

4 輪 25。  

GRT.+ / -  600 .

3 .  ウジュング  

– 

カマッル  

（9 隻）  

4 0 以上  

3 0 - 3 9  

2 0 - 2 9  

1 0 - 1 9  

9  以下  

2  

3  

4  

-  

-  

2   

3  

 

 

4  

 

 

 

-  

旅客 400。  

4 輪 25。  

GRT.+ / -  700 .
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N o  航  路  
船齢  

（年）  

更新

予定
2 0 1 3 2 0 1 6 2 0 2 1 2 0 2 6  キャパシティ

1  2  3  4  5  6  7  8  9  

4 .  パダングバイ 

– 

レンバル  

（17 隻）  

4 0 以上  

3 0 - 3 9  

2 0 - 2 9  

1 0 - 1 9  

9  以下  

1  

2  

9  

5  

-  

1   

2  

 

 

9  

 

 

 

5  

旅客 300。  

4 輪 25。  

GRT.+ / -  700 .

5 .  カヤンガン  

– 

ポトタノ  

（13 隻）  

4 0 以上  

3 0 - 3 9  

2 0 - 2 9  

1 0 - 1 9  

9  以下  

2  

1  

7  

2  

-  

2   

1  

 

 

7  

 

 

 

2  

旅客 300。  

4 輪 20。  

GRT.+ / -  700 .

6 .  パレンバング 

– 

ムントック  

（6 隻）  

4 0 以上  

3 0 - 3 9  

2 0 - 2 9  

1 0 - 1 9  

9  以下  

1  

1  

2  

1  

-  

1   

1  

 

 

2  

 

 

 

1  

旅客 100。  

4 輪 20。  

GRT.+ / -  500 .

 

島間フェリー船隊の更新表の続き  

No .  航  路  

時間  

制限  

（年 ）  

2013 2016 2021 2026 2031 備考  計

1 .  

メラック  

– 

バカフニ  

2   

5   

1 0   

1 5   

2 0   

1   

1 2  

 

 

1 9  

 

 

 

1  

 

 

 

 

-  

  

 

3 3

2 .  

クタパング  

– 

ギリマヌック 

 

2   

5   

1 0   

1 5   

2 0  

5  

 

 

 

-  

 

-  

 

 

3  

 

 

 

5  

 

 

 

 

 

-  

その他、建造年

月日不明の船が

3 隻あり。  

 

 

1 3

－ 50 －



No.  航  路  

時間  

制限  

（年 ）  

2013 2016 2021 2026 2031 備考  計

3 .  

ウジュング  

– 

カマッル  

 

2   

5   

1 0   

1 5   

2 0  

2  

 

 

 

-  

 

 

3  

 

 

4  

 

 

 

-  

 

 

 

 

-  

 

  

 

 

9  

4 .  

パダングバイ 

– 

レンバル  

 

2   

5   

1 0   

1 5   

2 0  

1   

2  

 

 

9  

 

 

 

5  

 

 

 

 

-  

  

 

1 7

5 .  

カヤンガン  

– 

ポトタノ  

 

2   

5   

1 0   

1 5   

2 0  

2   

1  

 

 

7  

 

 

 

2  

 

 

 

 

-  

その他、建造年

月日不明の船が

1 隻あり。  

 

 

1 2

6 .  

パレンバング 

– 

ムントック  

 

2   

5   

1 0   

1 5   

2 0  

1   

1  

 

 

2  

 

 

 

 

1  

 

 

 

 

-  

その他、建造年

月日不明の船が

1 隻あり。  

 

 

5  

 合計 :   1 2  1 9  4 4  1 4  -   8 9

 

説明：  -  クタパング  –  ギリマヌック（K e t a p a n g  –  G i l i m a n u k）航路

では 1 6 隻が運航されている。ただし、 3 隻が製造年月日不明で

あったので更新調査対象船は 1 3 隻とした。  

 -  カヤンガン  –  ポトタノ（K a y a n g a n  P o t o t a n o）航路とパレン

バング  –  ムントック航路では各 1 隻が製造年月日が不明である。  
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3 . 1 . 4  貨物船等を含めた代替建造需要のまとめ  

 3 . 1 . 1～ 3 . 1 . 3 までの結果をすべてまとめると次のようになる。  

N o  船  型  
2 0 1 3  

（隻 ）  

2 0 1 6

（隻 ）

2 0 2 1

（隻 ）

2 0 2 6

（隻 ）

2 0 3 1

（隻 ）

合計数  

（隻 ）  

全キャパシティ

（ D W T／

G R T ）  

1  フェリー  1 2  1 9  4 4  1 4  -  8 9  5 3 , 1 0 0 G R T

2  一般貨物船  2  2 4  2 0  3  -  4 9  
2 8 9 , 0 0 0 .  

D W T .  

3  
コンテナー

船  
-  3  2 3  1 0  -  3 6  

2 5 2 , 0 0 0 .  

D W T .  

4  旅客船  -  5  6  7  -  1 8  
4 5 , 4 0 0 .  

D W T .  

5  
オイルタン

カー船  
-  4  1 3  1 2  6  3 5  

7 6 8 , 0 0 0 .  

D W T .  

 合計：  1 4  5 5  1 0 6  4 6  6  2 2 7  

1 3 5 4 , 4 0 0 .  

D W T . +  

5 3 , 1 0 0  

G R T .  

 

 

3 . 2  カボタージュ規制及び経済成長に伴う新造船の需要予測  

3 . 2 . 1  需要予測（隻数）  

2 0 0 5 年第 5 号大統領命令のカボタージュ規制実施にする内航船需要に関す

る予測は、インドネシア運輸省により次の通り予測されている。ただし、これ

には、船の隻数のデータしかなく、トン数のデータはない。このため、総トン

数の需要予測を 3 . 2 . 2 で行う。  
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N O .  船種  
現状  

（船数）  

カボタージュ規制

による船舶の新規

需要（隻）  

1 .  一般貨物船  1 , 3 8 8  8 0 0  

2 .  コンテナ船  1 0 7  8 0  

3 .  旅客船  2 2 9  5 0  

4 .  オイルタンカー  2 3 3  1 3 2  

5 .  
ドライキャリア  

（バルク）  
4 6  3 0  

6 .  ローロー船  6 0  5 0  

7 .  タグボート  1 , 3 5 7  5 0 0  

8 .  バージ  1 , 4 0 8  5 0 0  

 合計  4 , 8 2 8  2 , 1 4 2  

出典 :  運輸省  

 

 

3 . 2 . 2  需要予測（総トン数）  

a）一般貨物船に対する需要予測（総トン数）  

調査対象となる 8 8 隻一般貨物船をトン数別に整理して、平均的な総ト

ン数を求め、平均トン数は変わらないものとして建造需要の船舶の総トン

数合計を予測する。船舶のトン数分布状況は次の通りであった。  

 

 

 

 

 

 

－ 53 －



トン数  

（G T）  
隻数  

1 , 0 0 0  以下  -  

1 , 0 0 1  –  2 , 0 0 0  5  

2 , 0 0 1  –  3 , 0 0 0  8  

3 , 0 0 1  –  4 , 0 0 0  4 5  

4 , 0 0 1  –  5 , 0 0 0  1 2  

5 , 0 0 1  –  6 , 0 0 0  7  

6 , 0 0 1  –  7 , 0 0 0  7  

7 , 0 0 1  –  8 , 0 0 0  2  

8 , 0 0 1  –  9 , 0 0 0  2  

合計  8 8  

（出典：参考文献 3 .より）  

 

 

上記のトン数分布表より、一般貨物船のトン数の中心が 3 , 5 0 0  G T  に

あると判明した。  

よって、カボタージュについて 2 0 0 5 年第 5 号大統領命令の実施に伴

う一般貨物船の需要は能力 3 , 5 0 0  G T  のものが 8 0 0  隻が存在すると仮

定した。  

また、経済成長に伴う船舶需要の増加は、次のとおり考えた。  

2 0 1 0 年にインドネシアの経済発展率が 5 . 8  ％であった、インドネシ

ア政府は 2 0 1 1 年の経済成長率を 6  から 7  ％までの間と予測しているの

で、ここでは今後の経済成長率を 6 . 5  ％と仮定をする。  

第 1 章 1 . 1 で述べた通り、海事産業は、国民総生産の 2 3 . 4 2％  を占め

る。  
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仮にその 7 5％を海運でまかなうとすると、必要とする新たな船の数は、

（ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 1 , 3 8 8  +  8 0 0） =  2 5  隻となる。  

 

一般貨物船の需要については次の通りまとめられる：  

-  カボタージュ実施効果：  8 0 0  隻。  

-  経済成長に伴う増加：  2 5 隻。  

合計：  8 2 5 隻  （各船舶能力 3 , 5 0 0  G T）  

 

b）コンテナ船に対する需要予測（総トン数）  

調査対象コンテナ船 5 6 隻のトン数別（ G T）リストを作成し、平均的

なトン数を求め、必要とされる総トン数合計を予測する。  

調査対象コンテナ船 5 6 隻のトン数別（G T）分布は次の通りである。  

 

トン数  （G T）  隻数  

1 , 0 0 0 以下  -  

1 , 0 0 0  -  2 , 0 0 0  -  

2 , 0 0 1  -  3 , 0 0 0  9  

3 , 0 0 1  -  4 , 0 0 0  1 5  

4 , 0 0 1  -  5 , 0 0 0  1 2  

5 , 0 0 1  -  6 , 0 0 0  8  

6 , 0 0 1  -  7 , 0 0 0  1  

7 , 0 0 1  -  8 , 0 0 0  3  

8 , 0 0 1  -  9 , 0 0 0  2  

9 , 0 0 1  -  1 0 , 0 0 0  6  

合計  5 6  

出典：参考文献 4 .より  
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前述の分布データから最も多いトン数は、 3 , 5 0 0  G T  である。   

よって、 2 0 0 5 年第 5 号大統領命令の実施に伴うコンテナ船の 1 隻あ

たりのトン数はすべて 3 , 5 0 0  G T とした。  

前述 a）と同様の計算方法を用いて、国内経済成長を支えるために、新

た に 調 達 す る 必 要 が あ る 船 数 は = （ 7 5 ％ × 2 3 , 4 2 ） × 6 . 5 ％ × （ 1 0 7  

+ 8 0） =  2  隻となる。  

 

コンテナ船の需要は次の通り、まとめられる。  

-  カボタージュ実施効果：  8 0  隻。  

-  経済成長に伴う増加：  2 隻。  

合計：  8 2 隻  （各船舶能力 3 , 5 0 0  G T）  

 

c）旅客船に対する需要予測  

調査対象旅客船 1 0 7 隻のトン数別（G T）リストを作成することにより、

平均トン数を求め、必要とされる総トン数合計を予測する。  

調査対象旅客船のトン数別（G T）分布は次の通りである：  

 

トン数（G T）  隻数  

1 , 0 0 0 以下  6  

1 , 0 0 1 - 2 , 0 0 0  1 9  

2 , 0 0 1 - 3 , 0 0 0  1 4  

3 , 0 0 1 - 4 , 0 0 0  1 3  

4 , 0 0 1 - 5 , 0 0 0  9  

5 , 0 0 1 - 6 , 0 0 0  1 1  

6 , 0 0 1 - 7 , 0 0 0  1 4  

7 , 0 0 1 -  8 , 0 0 0  -  

8 0 0 1 - 9 , 0 0 0  4  

9 , 0 0 1 - 1 0 , 0 0 0  3  

1 1 , 0 0 1 以上  1 4  

合計  1 0 7  

出典：参考文献 5 .より  
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前述の分布データから、最も多い船舶は 1 , 5 0 0  G T  であることがわか

った。   

このため旅客船のトン数はすべて 1 , 5 0 0  G T とした。  

前述の a）と同様の計算方法を用いると、国内経済成長を支えるために、

新たに調達する必要がある船の数は =  （ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 2 2 9  

+  5 0） =  3 隻となる。  

旅客船の需要は次のとおりまとめられる。  

-  カボタージュ実施効果：  5 0  隻。  

-  経済成長による増加：  3 隻。  

合計：  5 3 隻  （各船舶能力 1 , 5 0 0  G T）  

 

d）オイルタンカーに対する需要予測  

調査対象旅客船 1 0 7 隻の能力別（G T）リストを作成することにより、

平均的な総トン数を求め、必要とされる総トン数合計を予測する。  

調査対象 9 7 隻の船の能力別（G T）表を作成して予測を行った。  

調査対象 9 7 隻の船の能力別（G T）表は次の通りである：  

 

能力範囲（G T）  隻数  

1 , 0 0 0 以下  2 3  

1 , 0 0 1  -  2 , 0 0 0  2 6  

2 , 0 0 1  -  3 , 0 0 0  1 8  

3 , 0 0 1  -  4 , 0 0 0  2  

4 , 0 0 1  -  5 , 0 0 0  5  

5 , 0 0 1  -  6 , 0 0 0  5  

  

1 0 , 0 0 1 以上  1 8  

合計  9 7  
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前述の分布データから最も多いトン数が 1 , 5 0 0  G T である。   

よって 2 0 0 5 年第 5 号大統領命令の実施に伴うオイルタンカー船のト

ン数は、 1 , 5 0 0  G T とした。  

前述の a）  と同様の計算方法を用いて、国内経済成長を支えるために、

新たに調達する必要がある船数は =  （ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 2 3 3  +  

1 3 2） = 4 . 7 7 隻となり、四捨五入で 4 隻である。  

オイルタンカーの需要予測は次のようにまとめられる。  

-  カボタージュ実施効果：  1 3 2  隻。  

-  経済成長に伴う増加：  4 隻。  

合計：  1 3 6 隻  （各船舶能力 1 , 5 0 0  G T）  

 

e）  バルクキャリア船に対する需要予測（総トン数）  

（ 2 0 1 0 年版“ B K I 登記書データ”より抽出）。  

調査対象バルクキャリア船 2 0 隻の能力別（ G T）リストを作成して、

平均的なトン数を求め、必要とする総トン数合計を予測する。  

調査対象 2 0 隻の船の能力別（G T）表は次の通りである：  

 

能力範囲（G T）  隻数  

5 , 0 0 0 以下  3  

5 , 0 0 1  –  7 , 0 0 0  -  

7 , 0 0 1  –  8 , 0 0 0  7  

8 , 0 0 1  –  1 1 , 0 0 0  2  

1 1 , 0 0 1  –  1 5 , 0 0 0  3  

1 5 , 0 0 1 - 1 6 , 0 0 0  2  

2 0 , 0 0 0 以上  3  

合計  2 0  
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前述の分布データから最も多いトン数が 7 , 5 0 0  G T であった。  

このため、バルクキャリア船のトン数は、すべて 7 , 5 0 0  G T とした。  

前述 a）と同様の計算方法を用いて、国内経済発展を支えるために、新

たに調達する必要がある船数は =  （ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 4 6  +  

3 0） =   1 隻となる。  

従って、バルクキャリア船の需要は、カボタージュ規制効果と併せて

3 1 隻（各船舶能力 7 , 5 0 0  G T）とまとめられる。  

 

F） R O R O 船に対する需要推測  

（ R O R O 船データは、 2 0 0 1 年版河川湖島間交通、より抽出）  

調査対象 R O R O 船 9 1 隻の能力別（G T）リストを作成してから平均的

な総トン数を求め、必要とされる総トン数合計を決定する。  

調査対象 9 1 隻の船の能力別（G T）表は次の通りである：  

 

能力範囲（G T）  隻数  

5 0 0 以下  2 1  

5 0 1 - 7 5 0  2 0  

7 5 1 - 1 , 0 0 0  8  

1 , 0 0 1 - 3 , 0 0 0  1 0  

3 , 0 0 1 - 3 , 5 0 0  4  

3 , 5 0 1 - 4 , 0 0 0  6  

4 , 0 0 1 - 5 , 0 0 0  8  

5 , 0 0 1 - 6 , 0 0 0  7  

6 , 0 0 1 - 9 , 0 0 0  5  

9 , 0 0 1 - 1 3 , 0 0 0  3  

合計  9 1  
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前述の分布データから最も多いトン数は、 5 0 0  G T である。従って、

R O R O 船のトン数は、 5 0 0  G T とした。  

国 内 経 済 発 展 を 支 援 す る た め に 新 た に 導 入 す る 必 要 が あ る も の は =  

（ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 6 0 + 5 0） =  2  隻である。よって、カボタ

ージュ規制に伴う増加隻数は 5 0 隻であるため全需要は 5 2 隻となり、平

均トン数は 5 0 0  G T とした。  

 

g）  タグボート船に対する需要推測（総トン数）  

（ 2 0 1 0 年版“ B K I 登記書データ”よりタグボート船データ抽出）。  

調査対象タグボート船 5 0 隻の能力別（ G T）リストを作成することに

より、平均的な船舶のトン数を求め、必要とされる総トン数合計を予測す

る。  

調査対象 5 0 隻の船の能力別（G T）表は次の通りである：  

 

能力範囲（G T）  隻数  

5 0 以下  4  

5 1  –  1 0 0  2 3  

1 0 1  –  1 5 0  8  

1 5 1  –  2 0 0  1 0  

2 0 1  –  2 5 0  4  

合計  5 0  

 

上記の分布データから最も多いものが 7 5  G T（ 2 3 隻である）である。

従って、タグボート船に対する最も需要があるトン数は 7 5  G T とした。  

また、国内経済成長を支援するために新たに導入する必要があるものは

（ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 1 3 5 7  +  5 0 0）  =  2 2 隻である。よって、

全需要は 5 0 0  +  2 2 =  5 2 2 隻となり、その平均トン数は 7 5 G T となる。  
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h）バージに対する需要推測（総トン数）  

（ 2 0 1 0 年版“ B K I 登記書データ”よりバージデータを抽出）。  

調査対象バージ 4 9 隻の能力別（ G T）リストを作成することにより、

平均的な総トンす数を求め、必要とする総トン数合計を予測する。  

調査対象 4 9 隻の船の能力別（G T）表は次の通りである：  

 

能力範囲（G T）  隻数  

1 0 0 以下  2  

1 0 1  –  1 5 0  9  

1 5 1  –  2 0 0  9  

2 0 1  –  2 5 0  7  

2 5 1  –  3 0 0  2  

3 0 1  –  3 5 0  2  

3 5 1  –  4 0 0  5  

4 0 1  –  5 0 0  -  

5 0 1  –  8 0 0  8  

8 0 1  –  1 , 1 0 0  3  

1 , 1 0 1  –  1 , 4 0 0  2  

合計  4 9  

 

 

2 0 0 5 年第 5 号大統領命令のカボタージュ実施に伴い、新たに 5 0 0 隻

バージを導入する必要があると推測される。  

上記の分布データから最も多い船舶が 1 5 0  G T である。  

また、国内経済発展を支援するために新たに導入する必要があるものは =  

（ 7 5％× 2 3 . 4 2）× 6 . 5％×（ 1 , 4 0 8  +  5 0 0） =  2 2 隻バージである。よっ

て、全バージ需要は 5 2 2 隻となり、その平均トン数は 1 5 0  G T  となる。  
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3 . 2 . 3  まとめ  

 2 0 1 1 年の新造船需要は次のとおりと予測される。  

N O .  船型  
現状  

（隻数）  

全船舶需要

（隻）  

各船舶能力

（G T）  

総能力  

（G T）  

割合  

（％）

（ 1） （ 2）  （ 3）  （ 4）  （ 5）  （ 6 = 4 × 5）  （ 7）  

1 .  一般貨物船  1 , 3 8 8  8 2 5  3 , 5 0 0  2 , 8 8 7 , 5 0 0  7 5 . 3 2

2 .  コンテナ船  1 0 7  8 2  3 , 5 0 0  2 8 7 , 0 0 0  7 . 4 9  

3 .  旅客船  2 2 9  5 3  1 , 5 0 0  7 9 , 5 0 0  2 . 0 7  

4 .  
オイルタン

カー船  
2 3 3  1 3 6  1 , 5 0 0  2 0 4 , 0 0 0  5 . 3 2  

5 .  
バルクキャ

リア  
4 6  3 1  7 , 5 0 0  2 3 2 , 5 0 0  6 . 0 6  

6 .  R O R O 船  6 0  5 2  5 0 0  2 6 , 0 0 0  0 . 6 8  

7 .  タグボート  1 , 3 5 7  5 2 1  7 5  3 9 , 0 7 5  1 . 0 2  

8 .  バージ  1 , 4 0 8  5 2 2  1 5 0  7 8 , 3 0 0  2 . 0 4  

 合計     3 , 8 3 3 , 8 7 5  1 0 0  

 

説明 :  

1 .  第（ 2）欄と第（ 3）欄は運輸省データを基にしたもの。  

2 .  第（ 4）欄はカボタージュ要素や国内経済発展率要素を考慮済みのも

の。  

3 .  第（ 5）欄は能力分布表（G T）を基にしたもの。  

4 .  第（ 6）欄は =（ 4）×（ 5）。  
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3 . 3  長期的（ 2 0 1 1 年から 2 0 2 5 年まで）需要予測  

島間交通状況を見れば次のようなことが分かる :  

・乗客数は 2 0 0 8 年空 2 0 1 0 年まで年間 2 2％から 3 0％まで増加してい

る。  

・ 4 輪貨物は年間 8％増加している。  

・一般貨物の量は年間 6 . 8％から 7％まで増加している。  

上記の状況を判断基準にし、船舶需要増加率は全船型において 8％の伸びと

仮定した。  

これを踏まえて、船舶需要を表にすると次のように膨大な隻数の船が必要

となることになる。  
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3 . 4  2 0 1 1 年から 2 0 2 5 年まで船舶需要予測表  （新造船）   

N O .  船種  
2 0 1 1  

（隻数）

2 0 1 5  

（隻数）  

2 0 2 0  

（隻数）  

2 0 2 5  

（隻数）  

1 .  一般貨物船  825 1,155 1,617 2,264 

2 .  コンテナ船  82 115 161 225 

3 .  旅客船  53 74 104 146 

4 .  オイルタンカー船  136 190 266 372 

5 .  バルクキャリア  31 43 60 84 

6 .  ローロー船  52 73 102 143 

7 .  タグボート  521 729 1,021 1,429 

8 .  バージ  522 731 1,023 1,432 

 合計（隻）  2,222 3,110 4354 6,095 

 合計（G T）  3,833,875 5,367,425 7,514,395 10,520,153 
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3 . 5  舶用エンジンに対する需要予測  

造船所へのヒアリングから、各船種の平均的な主機（ＭＥ）及び補機（Ａ

Ｅ）の平均的な馬力及び搭載台数を入手し、これを用いて、舶用エンジンに対

する需要予測を行った。  

下記表の全船舶需要は、 2 0 1 1 年の新造船需要予測を使用している。主機の

必要台数は、バージを除き、 1 隻について 1～ 2 台であり、補機は、 2～ 3 台

必要とされる。合計の主機需要は、 2 , 3 5 7 台、補機需要は 4 , 3 8 8 台と見込ま

れた。  

 

N O .  船型  
全船舶需要

（隻 ）  

各船舶能力

（ G T ）  

各船舶 M E  

（ E H P ）  

各船舶 A E

（ H P ）  

1 .  一般貨物船  8 2 5  3 , 5 0 0  3 , 8 0 0  3 × 3 0 0  

2 .  コンテナ船  8 2  3 , 5 0 0  3 , 8 0 0  3 × 3 0 0  

3 .  旅客船  5 3  1 , 5 0 0  2 × 2 , 3 0 0  2 × 3 6 0  

4 .  オイルタンカー船  1 3 6  1 , 5 0 0  2 , 5 0 0  2 × 3 0 0  

5 .  バルクキャリア  3 1  7 , 5 0 0  2 × 2 , 5 0 0  3 × 6 5 0  

6 .  R O R O 船  5 2  5 0 0  2 × 7 0 0  2 × 3 0 0  

7 .  タグボート  5 2 1  7 5  2 × 4 0 0  2 × 4 0  

8 .  バージ  5 2 2  1 5 0  -  -  
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